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１ 平成20年地方公務員給与実態調査（指定統計）調査概要

２ 地方公務員給与制度関係資料（平成20年）

３ 平成19年度の給与改定等の状況（平成20年４月１日現在）

４ 給与適正化等の状況（平成19年度）

５ 国家公務員給与等実態調査関係資料（平成20年）

６ 地方財政と人件費



１ 平成20年地方公務員給与実態調査（指定統計）調査概要

第１ 調査の目的

地方公務員給与実態調査（指定統計第76号。以下「調査」という。）は，地方公務員の給与の実態を明

らかにし，あわせて地方公務員の給与に関する制度の基礎資料を得ることを目的とする。

第２ 根拠法令

調査は，統計法（昭和22年法律第18号），統計法施行令（昭和24年政令第130号）及び地方公務員給与

実態調査規則（昭和33年総理府令第57号）に基づいて行う。

第３ 調査の対象となる団体

調査の対象となる団体は，都道府県，市町村，特別区，地方公共団体の組合，財産区，地方開発事業

団及び特定地方独立行政法人とする。

第４ 調査の対象となる地方公務員

調査の対象となる地方公務員は，一般職に属する地方公務員のうち次の１に掲げる者以外の者及び特

別職に属する地方公務員のうち次の２に掲げる者とする。

１ 一般職に属する地方公務員のうち調査の対象とならない者

⑴ 臨時又は非常勤の者（常時勤務に服することを要する職員について定められている勤務時間以上

勤務した日（法令の規定により，勤務を要しないこととされ，又は休暇を与えられた日を含む。）が

18日以上ある月が第５の調査の期日において引き続いて12月を超える者を除く。）

⑵ 災害対策基本法（昭和36年法律第223号）第31条の規定により派遣を受けた者（地方自治法（昭和

22年法律第67号）第252条の17の規定により派遣を受けた者を除く。）

⑶ 未帰還職員

２ 特別職に属する地方公務員のうち調査の対象となる職

⑴ 知事，市町村長又は特別区の区長

⑵ 副知事，副市町村長又は特別区の副区長

⑶ 出納長又は収入役

⑷ 議会の議員

⑸ 地方自治法第180条の５第１項第１号から第３号までに掲げる委員会の委員及び同項第４号に掲

げる委員並びに同条第２項各号又は同条第３項各号に掲げる委員会の委員

⑹ 地方公営企業管理者

⑺ 特定地方独立行政法人の役員

第５ 調査の期日

調査は，平成20年４月１日現在で行う。

第６ 調査事項

調査は，次に掲げる事項について，地方公務員給与実態調査調査票（別紙。以下「調査票」という。）

によって行う。

１ 一般職に属する地方公務員

⑴ 所属する地方公共団体の名称
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⑵ 所属する公署の名称

⑶ 氏名及び性別

⑷ 生年月日及び年齢

⑸ 学歴，資格及び免許

⑹ 経験月数

⑺ 職種

⑻ 職務

⑼ 職務上の地位

⑽ 給与の支出される会計の別

⑾ 採用時における前歴の有無

⑿ 採用年月

⒀ 給与月額

⒁ 給料月額

⒂ 諸手当の月額

⒃ 年間給与の額

⒄ その他上記⑴から⒃までに関連する事項

２ 特別職に属する地方公務員

⑴ 定数

⑵ 給料（報酬）の額

第７ 調査の方法

１ 申告の義務

第４に掲げる調査の対象となる地方公務員（以下「職員」という。）は，調査票に記載された事項に

ついて総務大臣に申告しなければならない。

２ 調査票の配布

調査票（その作成に代えて電磁的記録（電子的方式，磁気的方式その他の人の知覚によっては認識

することができない方式で作られる記録であって，電子計算機による情報処理の用に供されるものを

いう。）の作成がされている場合における当該電磁的記録を含む。以下同じ。）は，総務大臣が地方公

共団体の長を通じて職員（特別職に属する職員及び教育長については，地方公共団体の長。以下同じ。）

に２部配布する。

３ 調査票の提出

⑴ 職員は，調査票２部に所定の事項を記入し，当該職員の属する地方公共団体の長（市町村立学校

職員給与負担法（昭和23年法律第135号）第１条及び第２条に規定する職員にあっては，都道府県知

事）に提出しなければならない。

⑵ 上記⑴の調査票の提出を受けた地方公共団体の長は，これに所定の事項を記入し，１部を保管し，

他の１部を都道府県及び指定都市分にあっては平成20年７月15日までに，都道府県及び指定都市以

外の地方公共団体分にあっては平成20年８月29日までに総務大臣（都道府県知事及び指定都市市長

以外の地方公共団体の長にあっては，都道府県知事を経由して総務大臣）に提出しなければならな

い。
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第８ 集計の方法

調査の集計は，独立行政法人統計センターに委託して行う。ただし，特別職に属する職員に係る調査

の集計は，総務省において行う。

第９ 結果の公表

調査結果の公表は，集計終了後すみやかに速報及び結果報告書をもって行う。

第10 統計職員

調査には，統計官及び統計主事以外の者を従事させることができる。

第11 調査票の利用

地方公共団体の長が調査票を使用し，特別に集計する場合は，統計法第15条第２項の規定に基づき，

あらかじめ総務大臣の承認を得るものとする。

第12 調査票等の保存

１ 調査票その他関係書類は，総務大臣及び地方公共団体の長（調査票にあっては，総務大臣及び第７，

３⑴の調査票の提出を受けた地方公共団体の長）が保存するものとする。

２ 調査票その他関係書類の保存期間は，公表後１月とする。ただし，地方公共団体の長は，必要に応

じ公表後１年まで保存期間を延長することができる。

３ 集計表は，総務大臣が保存するものとする。

４ 集計表の保存期間は，公表後５年とする。

第13 統計表の用語説明

１ 職員区分

⑴ 「一般職員」の欄には，「教育公務員」，「警察官」及び「臨時職員」の欄に該当する職員以外の常

勤の職員を記載すること。

⑵ 「教育公務員」の欄には，教育公務員特例法第２条第１項に規定する教育公務員のうち，常勤の職

員（公立学校の学長，校長（園長を含む。），教員及び部局長並びに教育委員会の専門的教育職員）

及び同法施行令第８条から第10条までに規定する常勤の職員（公立大学の助手，公立大学以外の公

立学校の助手，実習助手，寄宿舎指導員並びに公立の専修・各種学校の校長及び教員）を記載する

こと。

⑶ 「警察官」の欄には，警察法第56条第２項に規定する地方警察職員のうち，警察官である常勤の職

員を記載すること。

⑷ 「一般職員のうち技能労務職員」の欄には，「一般職員」の欄に記載された職員のうち，地方公務

員法第57条に規定する単純な労務に雇用される者を内書きとして再掲すること。なお，「公営企業

会計関係」の欄についても同様であること。

⑸ 「臨時職員」の欄には，一般職に属する臨時職員等のうち，その職名のいかんを問わず，常時勤務

に服することを要する職員について定められている勤務時間以上勤務した日（法令の規定により，

勤務を要しないこととされ，又は休暇を与えられた日を含む。）が18日以上ある月が平成20年４月１

日現在において引き続いて12月を越える職員のみを記載すること。

⑹ 「再任用職員」の欄には，平成20年４月１日現在において，地方公務員法第28条の４の規定等によ

り任用されている常勤の職員で再掲の数値を記載すること。

⑺ 「勤務延長職員」の欄には，地方公務員法第28条の３の規定により任用されている職員で再掲の数
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値を記載すること。

２ 会計区分

次により区分したものである。

会 計 区 分 対 象 範 囲

１ 普通会計関係 ２に掲げる以外の職員

２

公
営
事
業
会
計
関
係

⑴ 公 営 企 業
会 計 関 係

（地方公営企業
法の全部を適用
している事業）

下記の事業に係る職員
① 水道事業
② 工業用水道事業
③ 交通事業（軌道事業，鉄道事業及び自動車運送事業）
④ 電気事業
⑤ ガス事業
⑥ 上記事業のほか，地方公営企業法第２条第３項の規定に基づき条例又は規約の定めるところ
により，同法第４章（職員の身分取扱）の規定が適用される事業

⑵ そ の 他
公 営 企 業
会 計 関 係

（地方公営企業
法の財務規定等
のみを適用して
いる事業及び法
非適用事業）

下記の事業に係る職員（上記⑴の⑥に該当する事業を除く。）
① 簡易水道事業
② 病院事業（国民健康保険事業の直診勘定に属する病床数20床以上の施設を有する病院を含み，
病床数20床以上の施設を有する病院であっても，地方公営企業法（財務規定等）を適用してい
ない独立の伝染病院及び大学付属病院等の一般行政上の目的から経営している病院は除く。）

③ 下水道事業（公共下水道（特定公共下水道及び特定環境保全公共下水道を含む。），流域下水
道，農業集落排水施設，漁業集落排水施設，林業集落排水施設，簡易排水施設，小規模集合排
水処理施設，特定地域生活排水処理施設及び個別排水処理施設）

④ 港湾整備事業（埋立事業並びに荷役機械，上屋，倉庫，貯木場及び船舶の離着岸を補助する
ための船舶を使用させる事業に限る。）

⑤ 市場事業
⑥ と畜場事業
⑦ 観光施設事業（休養宿泊施設事業，索道事業（ロープウェイ，スキーリフト等）及びその他
観光事業）

⑧ 宅地造成事業（住宅用地造成事業，内陸工業用地造成事業，臨海土地造成事業，流通業務団
地造成事業及び都市開発事業）

⑨ 有料道路事業，駐車場整備事業
⑩ 介護サービス事業
⑪ その他，地方公営企業法第２条第３項の規定に基づき条例又は規約の定めるところにより，
同法の財務規定等のみを適用している事業

⑶ そ の 他
事 業 関 係

下記の事業に係る職員
① 公立大学付属病院事業（普通会計に属する職員は除く。）
② 収益事業（競馬，競輪，モーターボート競走，小型自動車競走及び宝くじの各事業）
③ 国民健康保険事業（直診勘定に係る病床数20床以上の病院を除く。）
④ 老人保健医療事業
⑤ 農業共済事業
⑥ 交通災害共済事業（地方公共団体が条例等により直接行うもの。）
⑦ 介護保険事業
⑧ 後期高齢者医療事業
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３ 職種区分

職員の勤務の実態に応じ，次により区分したものである。

職 種 区 分

⑴ 一 般 行 政 職 ⑵以下のいずれにも該当しない職員

⑵ 税 務 職 国の税務職俸給表の適用を受ける者に相当する職員（企業職の職員を除く。）

⑶ 海 事 職 ㈠ 国の海事職俸給表㈠の適用を受ける者に相当する職員（企業職の職員を除く。）

⑷ 海 事 職 ㈡ 国の海事職俸給表㈡の適用を受ける者に相当する職員（企業職の職員を除く。）

⑸ 研 究 職 国の研究職俸給表の適用を受ける者に相当する職員（企業職の職員を除く。）

⑹ 医師・歯科医師職 国の医療職俸給表㈠の適用を受ける者に相当する職員（企業職の職員を除く。）

⑺ 薬剤師・医療技術職
国の医療職俸給表㈡の適用を受ける者に相当する職員及び獣医師（獣医師としての資格を有
し，保健所，家畜保健衛生所等において現実に獣医師としての本来の業務に従事している職
員に限る。）（企業職の職員を除く。）

⑻ 看 護 ・ 保 健 職 国の医療職俸給表㈢の適用を受ける者に相当する職員（企業職の職員を除く。）

⑼ 福 祉 職 国の福祉職俸給表の適用を受ける者に相当する職員（企業職の職員を除く。）

⑽ 消 防 職 消防吏員及び常勤の消防団員

⑾ 企 業 職 地方公営企業等の労働関係に関する法律第３条第４号に規定する職員

⑿ 技 能 労 務 職 国の行政職俸給表㈡の適用を受ける者に相当する職員（企業職の職員を除く。）

⒀ 第一号任期付研究員
一般職の任期付研究員の採用，給与及び勤務時間の特例に関する法律（以下「任期付研究員
法」という。）第６条第１項に規定する俸給表の適用を受ける者に相当する職員

⒁ 第二号任期付研究員 任期付研究員法第６条第２項に規定する俸給表の適用を受ける者に相当する職員

⒂ 特 定 任 期 付 職 員
一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する法律第７条第１項に規定する俸給表の適
用を受ける者に相当する職員

⒃ 大学（短大）教育職
国の教育職俸給表㈠の適用を受ける者に相当する職員
したがって，一般職員のうちの教務職員（昭和32年人事院指令９－56第１項第１号に規定す
る者に準ずる職員）が含まれるものであること。

⒄ 高等（特別支援・専修・
各 種）学 校 教 育 職

一般職の職員の給与に関する法律等の一部を改正する法律（平成16年法律第136号）第１条の
規定による改正前の一般職の職員の給与に関する法律（昭和25年法律第95号。以下「旧給与
法」という。）別表第６の教育職俸給表㈡の適用を受ける者（人事院規則９－２－48による改
正前の人事院規則９－２（以下「旧規則」という。）第９条第２号及び第３号に規定する者を
除く。）に相当する職員及び特別支援学校・専修学校・各種学校に勤務する職員で教育に従事
することを本務とする職員

⒅ 小・中学校（幼稚園）
教 育 職

旧給与法別表第６の教育職俸給表㈢の適用を受ける者に相当する職員（枠外教員を含む。）（特
別支援学校で教育に従事する職員を除く。）

⒆ 高等専門学校教育職
国の教育職俸給表㈡の適用を受ける者（旧規則９－２第10条の２第１号に規定する者に限
る。）に相当する職員

⒇ そ の 他 の 教 育 職
教育公務員特例法第２条第５項に規定する指導主事（充て指導主事を除く。）及び社会教育主
事

21 警 察 職 国の公安職俸給表㈠の適用を受ける者に相当する職員

22 臨 時 職 員 「第13 統計表の用語説明」の「１ 職種区分」の⑸に規定する臨時職員に該当する職員

23 特定地方独立行政法人
職 員

地方独立行政法人法第２条第２項に定める特定地方独立行政法人に勤務する職員（24に該当
する職員を除く。）

24 特定地方独立行政法人
臨 時 職 員

23の特定地方独立行政法人に勤務する職員のうち22の臨時職員に該当する職員
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４ 学歴区分

職員の有する最終学歴によったものではなく，給与決定上の学歴区分によったものである。

５ 経験年数

経験年数は，職員の初任給決定の基礎となった基準学歴以後の期間について計算し，職員として同

種の職務に在職した年数以外の年数についての経験年数への換算方法は，国と同じ方法（人事院規則

９－８）によるものである。

６ 類似団体区分

類似団体区分は，市区町村の権能に応じて，指定都市，中核市，特例市，一般市，特別区又は町村

に区分したもので，さらに一般市及び町村については，平成20年３月31日現在の住民基本台帳人口に

基づく人口の規模並びに平成17年国勢調査に基づく第２次及び第３次産業構造の比率により，次のよ

うに区分している。

（一般市）

産業構造

人 口

Ⅱ次，Ⅲ次95％以上 Ⅱ次，Ⅲ次95％未満

Ⅲ次65％以上 Ⅲ次65％未満 Ⅲ次55％以上 Ⅲ次55％未満

以上 未満

～ 50,000 Ⅰ－３ Ⅰ－２ Ⅰ－１ Ⅰ－０

50,000～100,000 Ⅱ－３ Ⅱ－２ Ⅱ－１ Ⅱ－０

100,000～150,000 Ⅲ－３ Ⅲ－２ Ⅲ－１ Ⅲ－０

150,000～ Ⅳ－３ Ⅳ－２ Ⅳ－１ Ⅳ－０

（町 村）

産業構造
人 口

Ⅱ次，Ⅲ次80％以上
Ⅱ次，Ⅲ次80％未満

Ⅲ次55％以上 Ⅲ次55％未満

以上 未満

～ 5,000 Ⅰ－２ Ⅰ－１ Ⅰ－０

5,000～10,000 Ⅱ－２ Ⅱ－１ Ⅱ－０

10,000～15,000 Ⅲ－２ Ⅲ－１ Ⅲ－０

15,000～20,000 Ⅳ－２ Ⅳ－１ Ⅳ－０

20,000～ Ⅴ－２ Ⅴ－１ Ⅴ－０
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２ 地方公務員給与制度関係資料（平成20年）

⑴ 人事院勧告

平成20年８月11日

衆議院議長 河 野 洋 平 殿

参議院議長 江 田 五 月 殿

内閣総理大臣 福 田 康 夫 殿

人事院総裁 谷 公 士

人事院は，国家公務員法，一般職の職員の給与に関する法律，一般職の職員の勤務時間，休暇等に関す

る法律等の規定に基づき，一般職の職員の給与等について別紙第１のとおり報告するとともに，給与の改

定について別紙第２のとおり勧告し，勤務時間の改定について別紙第３のとおり勧告する。あわせて，公

務員人事管理について別紙第４のとおり報告する。

別紙第１

職員の給与等に関する報告

第１ 公務員制度改革に関する基本認識

先の通常国会において，国家公務員制度改革基本法（以下「基本法」という）が制定され，今後５年

以内を目途として具体的な公務員制度改革が進められることになる。国民本位の公務員制度改革を進め

るに当たり，本院は次の４点の実現が肝要と考えている。

まず第一に，失われた公務及び公務員に対する国民の信頼を回復することは急務である。第二に，時

代の変化に適合するよう有効な人事管理システムを再構築することを目指す必要がある。第三に，全体

の奉仕者として高い専門性をもって職務を遂行するという職業公務員制度の基本を生かしつつ改革を進

めることが重要である。そして，第四に，公務員が使命感を持って全力で職務に取り組めるよう意識改

革を徹底することである。

１ 公務員制度改革の具体化に向けて

行政の不作為を含め行政の責任を問う声は高まり，幹部公務員等の相次ぐ不祥事などにより，国民の

公務や公務員に対する信頼感は大きく損なわれたところである。国民の期待にこたえられていない現状

をすべての公務員が厳しく認識するとともに，本院をはじめ政府全体として，採用から退職管理までの

人事管理システムの全体をもう一度総点検することにより，早急な信頼回復に着手することが求められ

ていると考える。

また，社会のグローバル化，情報化の進展が加速し，行政課題が高度化・多様化する中で，行政や公

務員についてもより高い対応能力と国際競争力が求められている。複雑・高度な利害の錯綜する現代社

会においては，個々の部分最適を集積しても全体最適になるとは限らず，各行政分野において大局観を
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持った変革の推進や総合調整機能の発揮が期待されている。

このような行政や公務員をめぐる諸情勢の中，公務員制度の改革に当たっては，公務を適切に遂行す

る基盤としての制度の原点に立ち戻り，政と官の役割分担，公務と民間の役割分担，さらには国と地方

の役割分担についての基本を明確にしつつ，人材の確保，計画的育成，処遇，退職管理などの人事管理

制度を総合的視点から再構築する必要がある。

⑴ 政と官の役割分担

公務員制度改革を検討する際には政治との関係における公務員の役割を明確にした上で進める必要

がある。

政治との関係における公務員の役割については，公務員には，大臣，副大臣及び大臣政務官の下で，

法律や予算の執行を中立・公正に担うことが求められる。また，所管行政分野において大臣等に対し

て適時適切に専門家として政策課題を提起し，政策の企画・立案について助言・進言するなど，応答

性を高め，誠実に政治を補佐していくことが求められる。

能力本位で公務員の人事管理を行うメリット・システムは，近代国家に共通する公務員制度の原則

であり，上記のような公務員の役割を十全に果たしていくためには，我が国の国家公務員制度におい

ても成績主義の原則を強化していくことが重要である。特に，内閣や各大臣の公務員人事に対する

リーダーシップを強化する場合や，部内に限らず，部外からの人材登用を進める場合には，行政の専

門家としての的確な政策立案業務や公正かつ継続的な法律・予算の執行業務を確保するため，公務員

人事の中立・公正性を担保する仕組みの重要性は一層高まると考えられる。

⑵ 公務と民間の役割分担

近年「民でできることは民で」という考え方の下に，現業部門の民営，化，市場化テスト，規制改

革などにより，公務の分担する分野が縮小し，その結果，公務は，利益追求になじまない公共性が高

い分野，市場原理が働かない独占的な分野，許認可や基準設定などの権力性が強い分野など，民間部

門では担えない公務の特性が色濃く見られるような業務に純化しつつある。

その中で，国民生活の安全・安心の確保など公務が直接に担当しなければならない分野が依然とし

て存在するとともに，複雑・高度化する社会において公務が総合的な政策の提示を行う機能の重要性

はより高まっていることに加え，事前規制から事後規制への転換など個々の行政目的に対応した最適

な行政手法を選択する必要が生じている。

このため，適切な公務と民間の役割分担を行った上で，公務の役割を念頭に置いて必要な人材の確

保・育成を図ることを基本としつつ，官民交流の推進などにより，民間の知恵を取り入れた効率的な

公務遂行が図れるよう，官民の癒着防止などに十分配慮しながら，公務員制度を設計する必要がある。

⑶ 国と地方の役割分担

公務が担うべき役割の中でも，国と地方公共団体の間において，相互に協力し合って国民福祉の増

進を図るという観点に立ち，適切な役割分担を行う必要がある。

国際社会における国家としての存立にかかわる事務，全国的に統一して定めることが適当な事務な

どについては，引き続き国が積極的にその役割を果たしていかなければならないと考えられる。国家

公務員制度改革では，こうした国の果たすべき役割を基本として検討していく必要がある。
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２ 改革の視点～制度及び運用の一体的な改革等～

公務員制度は，各府省における実際の人事管理の基礎となるものであり，その運用と不即不離の関係

にあることから，実効ある人事管理システムの改革を実現するには，単に法制度だけでなく，制度に伴

う運用を一体的に見直すことが不可欠である。制度の見直しに当たっては，その後の適切な運用の実現

も十分に見通した上で制度設計を行わなければ，制度と運用の乖離を生み出し，種々の問題を惹起する

こととなる。

また，人事管理の基礎となる公務員制度は，本府省の中核となる幹部や幹部要員の在り方にとどまら

ず，事務官と技官の関係や地方機関等の職員を含む国家公務員全体の在り方を見通し，かつ，長期的視

点に立ち，将来の公務の在り方を踏まえたものでなければならない。

なお，公務員制度改革の課題の中には，いわゆるキャリア・システムのように，国家公務員法上は何

ら制度として規定されておらず，従前のシステムを事実上引き継いだ人事運用にすぎないものもある。

このような人事管理システムを改革するには，改革までに所要の期間を要するとともに，公務員全体の

意識変革が不可欠であることから，実効ある制度改正の実現に向けて，直ちに，厳正な昇進選抜の実施

など運用の改善に政府全体として着手する必要がある。

３ 公務員制度改革に対する本院の基本姿勢

⑴ 本院の取組

基本法に掲げられた課題の中には，給与の見直しや定年年齢の引上げ等の人事院勧告等を経て法律

により措置すべき課題や，採用試験の見直しのように法律の委任に基づいて本院が定めることとされ

ている課題も含まれている。本院としては，人事行政の中立・公正性の確保及び労働基本権制約の代

償という役割を担う中立第三者機関・専門機関との立場から，基本法の掲げる改革を含め必要な公務

員制度改革に積極的に取り組んでいく所存である。

公務員制度改革に関する個別課題への本院の取組等については，別紙第４に示す。

⑵ 幹部職員等を対象とした新たな制度等

基本法は，縦割り行政の弊害を排除するとともに，多様な人材の登用及び弾力的な人事管理を行え

るよう，内閣の人事管理機能を強化し，幹部職員及び管理職員それぞれを対象とした新たな制度を設

けることとしており，今後，これらの措置について国家公務員制度改革推進本部において具体的な制

度設計が進められることになる。

幹部職員等の人事制度を見直すに当たっては，前記の政と官の役割分担を前提とした大臣等の業務

運営責任の確保，業務課題に対応する専門性等を踏まえた適切な人材配置，身分保障の設けられてい

る趣旨，基盤となる職業公務員制度などに配慮しつつ，新たな人事評価制度も活用し，成績主義の下

で縦割り行政の弊害是正等の基本法の目的が実現できるよう適切な制度設計を行う必要がある。

また，内閣の人事管理機能を強化するに当たっては，全体の奉仕者としての公務員の中立・公正性

を確保する制度的保障として，採用試験や研修の企画立案・実施，任用・分限・懲戒の基準設定など

の事務を中立第三者機関が担ってきたことの意義について，十分に尊重されることが必要である。

⑶ 国家公務員の労働基本権

国家公務員の協約締結権を含む労働基本権の在り方を見直す際には，公務の労使関係の実情を踏ま

え，現在における具体的な課題と将来予想される問題の解決に関し，十分に利害，得失を整理し，国
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民の判断を仰ぐことが必要であり，その際には，前記の国家公務員の役割の在り方を前提として検討

を進める必要があると考える。また，公務員の職務の公共性や地位の特殊性，全体の奉仕者との関係，

財政民主主義との関係，市場の抑制力との関係，国民生活への影響等について，現実的な仕組みの検

討やそれに伴う条件整備を含めて，長期的な視野に立った十分な議論が行われることが必要である。

４ 職員の意識改革の徹底

年金記録問題等にみられる行政の「破綻，幹部公務員の不祥事，不適切」な公費支出など，公務及び

公務員の在り方にかかわる問題が相次いで生じている。このため，国民の公務員への不信や批判はこれ

までになく高まってきている。不祥事等が発生した場合には，その事実関係を十分把握・分析した上で

適正な懲戒処分を行うなど厳正に対処し，併せて具体的な再発防止策を講じていくことが当然に求めら

れる。

しかしながら，国民からの信頼回復のための根本的な処方せんは，一人一人の公務員が国家・国民に

奉仕するという使命感を持って全力で職務に取り組むよう，意識改革を徹底することである。すべての

公務員，とりわけ幹部公務員は，問題となった事案の背景に，危機意識の欠如，新たな時代の行政を担

う使命感・倫理観の欠落が存在することを十分に認識し，所属する組織，あるいは自分自身に置き直し

て，同様の事態に発展する「芽」がないか顧みるとともに，自らの職務に係る責任をその所掌する行政

の目的に則して改めて自覚する必要がある。

全体の奉仕者として公務，公共のために全力で尽くすという使命感は，公務員制度の基盤をなすもの

である。すべての公務員がこの原点に立脚し，それぞれ担当する職務においてその役割を果たしていく

ことにより，公務員全体の信頼を回復していくことが肝要である。

第２ 職員の給与

報告の概要

（民間給与との較差に基づく給与改定）

国家公務員については，労働基本権が制約されていることの代償措置として，人事院の給与勧告制度

が設けられている。この勧告は，国家公務員法に定める情勢適応の原則に基づき，毎年，公務員の給与

水準を民間企業従業員の給与水準と均衡させること（民間準拠）を基本に行ってきている。

公務員給与は，平成14年，平成15年及び平成17年が月例給の引下げ，また，平成11年から平成15年ま

でが５年連続で特別給の年間支給月数の引下げとなっており，一昨年まで年間給与の減少又は据置きが

続いていたが，昨年，９年振りに年間給与が若干増加（0.7％）したところである。

本年においても，民間の４月分の給与及び昨年８月から本年７月までの１年間に支給された特別給を

詳細に調査した。特に本年の職種別民間給与実態調査においては，調査対象事業所数を約900事業所増

加させ，企業規模100人未満の事業所についてもより綿密に調査を行ったものである。その結果を基に

公務員給与との精確な比較を行ったところ，月例給については，公務と民間がほぼ均衡していることが

明らかとなった。また，特別給については，民間の年間支給割合が公務の年間支給月数とおおむね均衡

していた。
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そこで，本年は，このような公務員給与と民間給与との比較の結果を踏まえ，月例給及び特別給につ

いて水準改定を行わないこととした。ただし，医師の給与については，国の医療施設における勤務医の

確保が重要な課題となっており，適切な給与水準を確保する必要があることから，所要の改定を行うこ

ととした。

（給与構造改革）

給与構造改革は，平成18年度から平成22年度までの５年間で，地域の民間賃金をより適切に反映させ

るための地域間給与配分の見直し，年功的な給与上昇の抑制，職務・職責に応じた俸給構造への転換，

勤務実績の給与への反映の推進などを逐次実現しようとするものである。このため，平均4.8％の俸給

表の水準引下げを段階的に実施する一方で，この俸給表水準の引下げ分を原資として，改革を進めるた

めの措置を講ずることとしており，平成21年度においては本府省業務調整手当の新設及び地域手当の支

給割合の改定を行うこととしている。本府省業務調整手当は，国家行政施策の企画・立案，諸外国との

折衝，関係府省との調整，国会対応等の本府省の業務に従事する職員の業務の特殊性・困難性を踏まえ，

近年，各府省において本府省に必要な人材を確保することが困難になっている事情を併せ考慮し，本府

省の課長補佐，係長及び係員を対象に支給するものである。

１ 給与勧告の基本的考え方

⑴ 給与勧告の意義と役割

給与勧告は，労働基本権制約の代償措置として，職員に対し，社会一般の情勢に適応した適正な給

与を確保する機能を有するものであり，従来より，国家公務員の給与水準の改定のみならず，給与制

度の見直しについても対象として行っている。

公務員給与については，納税者である国民の理解を得る必要があることから，本院が労使当事者以

外の第三者の立場に立ち，民間給与との精確な比較を基に給与勧告を行うことにより，適正な公務員

給与が確保されている。勧告が実施され，適正な処遇を確保することは，人材の確保や労使関係の安

定に資するものであり，能率的な行政運営を維持する上での基盤となっている。

⑵ 民間準拠の考え方

本院は，国家公務員の給与水準を民間企業従業員の給与水準と均衡させること（民間準拠）を基本

に勧告を行っている。

民間給与との比較方法については，単純な給与の平均値によるのではなく，主な給与決定要素であ

る役職段階，年齢，勤務地域などを同じくする者同士を対比させ，精密に比較（ラスパイレス方式）

を行っている。また，平成18年の勧告においては，民間企業従業員の給与をより広く把握し，公務員

の給与に反映させるため，比較対象企業規模をそれまでの100人以上から50人以上に改めるなどの見

直しを行った。

民間準拠を基本に勧告を行う理由は，国家公務員も勤労者であり，勤務の対価として適正な給与を

支給することが必要とされる中で，その給与は，民間企業と異なり，市場原理による決定が困難であ

ることから，労使交渉等によってその時々の経済・雇用情勢等を反映して決定される民間の給与に準

拠して定めることが最も合理的であり，職員の理解と納得とともに広く国民の理解を得られる方法で

あると考えられることによる。
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⑶ 公務員給与を取り巻く諸情勢

ア 最近の賃金・雇用情勢等

「毎月勤労統計調査」（厚生労働省，事業所規模30人以上）によると，本年４月のパートタイム労

働者を除く一般労働者の所定内給与及び所定外給与は，それぞれ昨年４月に比べ0.8％及び0.1％増

加している。本年４月の消費者物価指数（総務省，全国）は，昨年４月に比べ0.8」％増加しており，

勤労者世帯の消費支出（同省「家計調査，全国）は，昨年４月に比べ名目0.5％の増，実質0.5％の

減となっている。本院が家計調査（１人世帯については，「全国消費実態調査」（総務省））を基礎に

算定した本年４月における全国の１人世帯から４人世帯）までの標準生計費は，それぞれ99,730円，

181,890円，208,090円及び234,280円となっている。

本年４月の完全失業率（総務省「労働力調査」）は，昨年４月の水準を0.1ポイント上回り，4.0％

（季節調整値）となっている。また，本年４月の有効求人倍率及び新規求人倍率（厚生労働省「一般

職業紹介状況」）は，昨年４月に比べると，それぞれ0.12ポイント，0.20ポイント」低下して0.93倍

（季節調整値），1.38倍（同）となっている。）

イ 有識者等の意見

本院は，公務員給与の改定を検討するに当たって，東京のほか全国42都市において有識者との懇

話会，中小企業経営者等との意見交換を行うほか，本院が委嘱している「国家公務員に関するモニ

ター」（500人）等により，広く国民の意見の聴取に努めた。

各界との意見交換においては，平成18年４月から実施している給与構造改革について，地域間給

与配分の見直しに関し，同じ組織であれば給与も同じであるべきとの意見と，民間の地場賃金に合

わせていくべきとの意見があったが，全体としてはおおむね妥当であるとの意見が多かった。その

上で，勤務実績の給与への反映に関して，その前提となる評価に当たり，公務の特殊性に留意すべ

きとの意見があったほか，本府省職員を対象とする手当の新設について，本府省職員の業務の困難

性等を考慮すれば必要性が認められるとの意見が多かった。また，平成18年に実施した民間給与と

の比較方法の見直しについては妥当であるとの意見が多かった。

２ 民間給与との較差に基づく給与改定

⑴ 公務員給与と民間給与の実態

ア 公務員給与の状況

本院は「平成20年国家公務員給与等実態調査」を実施し，一般職の，職員の給与に関する法律が

適用される常勤職員の給与の支給状況等について全数調査を行った。その結果，本年の民間給与と

の比較対象である行政職俸給表㈠適用者（162,960人，平均年齢41.1歳）の本年４月における平均給

与月額は387,506円となっており，税務署職員，刑務官等を含めた職員全体（282,546人，平均年齢

41.6歳）では403,984円となっている。

イ 民間給与の状況

ア 職種別民間給与実態調査

本院は，企業規模50人以上，かつ，事業所規模50人以上の全国の民間事業所約52,500（母集団

事業所）のうちから，層化無作為抽出法によって抽出した11,037の事業所を対象に「平成20年職

種別民間給与，実態調査」を実施した。調査では，公務の行政職俸給表㈠と類似すると認められ
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る事務・技術関係22職種の約38万人及び研究員，医師等56職種の約６万人について，本年４月分

として個々の従業員に実際に支払われた給与月額等を実地に詳細に調査した。また，各民間企業

における給与改定の状況や，雇用調整の実施状況等についても調査を実施した。

職種別民間給与実態調査については，昨年よりも調査対象事業所数を約900事業所増加させた

ところであるが，調査完了率は，調査の重要性に対する民間事業所の理解を得て，89.0％と極め

て高いものとなっており，調査結果は広く民間事業所の給与の状況を反映したものとなっている。

イ 調査の実施結果等

本年の職種別民間給与実態調査の主な調査結果は次のとおりである。

ａ 本年の給与改定の状況

（初任給の状況）

新規学卒者の採用を行った事業所は，大学卒で38.8％（昨年40.0％），高校卒で18.4％（同

18.5％）となっている。また，新卒事務員・技術者の初任給の平均額は，大学卒で196,280円（同

195,048円），高校卒で157,429円（同156,472円）となっている。

（給与改定の状況）

別表第１に示すとおり，民間事業所においては，一般の従業員について，ベースアップの慣

行のない事業所の割合が57.8％（昨年57.9％）となっており，ベースアップを実施した事業所

の割合は29.3％（同28.1％）となっている。

また，別表第２に示すとおり，一般の従業員について，定期に行われる昇給を実施した事業

所の割合は75.8％（昨年74.1％）となっているが，昇給額が昨年に比べて増額となっている事

業所の割合が29.6％（同33.2％）と昨年に比べて減少しているのに対し，減額となっている事

業所の割合は8.2％（同5.5％）と増加している。

ｂ 雇用調整の実施状況

別表第３に示すとおり，民間事業所における雇用調整の実施状況をみると，平成20年１月以

降に雇用調整を実施した事業所の割合は14.9％となっており，昨年（16.4％）に比べて減少し

ている。雇用調整の措置内容をみると，部門の整理・部門間の配転（6.1％），採用の停止・抑

制（4.5％），残業の規制（3.6％）の順になっている。

⑵ 民間給与との比較

ア 月例給

本院は，国家公務員給与等実態調査及び職種別民間給与実態調査の結果に基づき，公務におい

ては行政職俸給表㈠，民間においては公務の行政職俸給表㈠と類似すると認められる職種の者に

ついて，給与決定要素を同じくすると認められる者同士の４月分の給与額を対比させ，精密に比

較（ラスパイレス方式）を行った。その結果，別表第４に示すとおり，公務員給与と民間給与の

較差は136円（0.04％）となっている。

イ 特別給

本院は，職種別民間給与実態調査により民間の特別給（ボーナス）の過去１年間の支給実績を精

確に把握し，これに職員の特別給（期末手当・勤勉手当）の年間支給月数を合わせることを基本に

勧告を行っている。

本年の職種別民間給与実態調査の結果，昨年８月から本年７月までの１年間において，民間事業
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所で支払われた特別給は，別表第５に示すとおり，所定内給与月額の4.50月分に相当しており，職

員の期末手当・勤勉手当の年間の平均支給月数（4.50月）とおおむね均衡している。

⑶ 本年の給与の改定

ア 改定の基本方針

前記のとおり，本年４月時点で，公務員の月例給与が民間給与を136円（0.04％）下回っているこ

とが判明した。

本院としては，以下の事情を総合的に勘案した結果，本年は，行政職俸給表㈠適用職員について，

月例給の改定を行わないことが適切であると判断した。

ア 俸給表については，本年の較差が極めて小さく，適切な改定を行うには十分でないこと。

イ 諸手当については，民間の各手当の支給状況等を踏まえると，今回のような極めて小さな較差

の中で改定する特段の必要性は認められないこと。

ウ 平成13年のように，特例一時金で改定を行うこととしても，額が極めて小さいことに比べて，

算定事務，支給事務等の負担が大きいこと。

特別給については，前記のとおり，民間の年間支給割合が公務の年間支給月数とおおむね均衡し

ていたことから，期末手当及び勤勉手当の支給月数の改定を行わないこととした。指定職俸給表適

用職員の期末特別手当については，昨年，一般の職員の勤勉手当の支給月数の引上げとの均衡を考

慮して0.05月分の引上げを勧告したところであるが，改定が見送られている。本年は，一般の職員

について民間の支給割合と公務の支給月数がおおむね均衡しているものの，民間の支給割合が昨年

を下回ったこと等を考慮し，今回は，支給月数の引上げは行わないこととした。

以上のように，本年は，行政職俸給表㈠適用職員について月例給及び特別給の水準改定は行わな

いこととした。また，行政職俸給表㈠以外の俸給表適用職員についても，行政職俸給表㈠適用職員

との均衡を考慮し，水準改定を行わないこととしたが，医師の給与については，国の医療施設にお

ける勤務医の確保が重要な課題となっており，適切な給与水準を確保する必要があることから，イ

に示すとおり，初任給調整手当の改定を行うこととした。このほか，給与構造改革に関して，３に

示すとおり改定を行うこととした。

イ 改定すべき事項

（医師の給与）

病院等に勤務する医師の確保が社会的な問題となっている。公務においても民間においても，勤

務医を確保するためには，勤務条件や勤務環境を改善し，勤務に魅力を与えるなどの措置がとられ

ているが，とりわけ適切な給与水準の確保が必要となる。国立高度専門医療センター，国立ハンセ

ン病療養所等の国の医療施設においても，勤務医の確保は重要な課題となっている。これらに勤務

する医師の年間給与をみると，別表第６に示すとおり，民間病院や独立行政法人国立病院機構に勤

務する医師の給与を大きく下回っており，その状況は看過できないものとなっている。そこで，平

成16年３月まで同じ国立病院であった独立行政法人国立病院機構の医師の給与と均衡するよう年間

給与を平均で約11％引き上げることが適当と認められる。

具体的には，若手から中堅の医師の人材確保を図るため，初任給調整手当について，最高支給限

度額を10万４千円引き上げるとともに，国立高度専門医療センターに勤務する者については，現在

適用されている初任給調整手当の「職員の区分」を１段階高い区分に引き上げることとする。
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以上の措置は，平成21年４月１日から実施することとする。

ウ その他の課題

ア 住居手当

自宅に係る住居手当については，平成15年に住宅の新築・購入後５年に限り支給されるものの

みを残して廃止したところであるが，存置した現行の手当についても，財形持家個人融資の利用

者が相当減少し，その意義が薄れていることから，来年の勧告に向け，廃止の検討を進めるもの

とする。また，借家・借間に係る住居手当については，高額家賃を負担している職員の実情を踏

まえた手当の在り方について，引き続き検討を進めることとする。

イ 単身赴任手当

単身赴任手当については，単身赴任に伴う経済的負担の実情及び民間における同種手当の支給

状況を考慮して，その改善について検討する。

ウ 併任されている職員に係る手当の取扱い

併任されている職員に係る地域手当等の手当の支給については，これまで，本務の官職に基づ

いて行われているところであるが，相当の期間にわたって専ら併任先の官職の職務に従事する職

員について，別紙第４の１⑹でも述べるように，このような形態の併任をできる限り解消してい

く取組を進めつつ，これらの職員の職務従事の実態にかんがみ，併任先の官職に基づいて行うこ

とを検討することとする。

エ 非常勤職員の給与

一般職非現業の国家公務員には非常勤職員が約14万４千人（総務省「一般職国家公務員在職状

況統計（平成19年７月１日現在）」）おり，委員，顧問，参与等の諮問的非常勤職員，再任用短時

間勤務職員及び任期付短時間勤務職員を除くと約12万人（うち事務補助職員約２万１千人）となっ

ている。

事務補助職員等の非常勤職員の給与については，昨年の勧告時の報告において問題を指摘し，

必要な方策について検討していく旨を表明したところである。

本院が各府省から非常勤職員がどのような職務に従事し，どのような給与決定方式，給与水準

となっているのかについてヒアリングを行ったところ，例えば係員を補佐する事務補助の職務に

従事する非常勤職員について，府省や官署によって決定方法が異なり，結果として均衡がとれて

いない状況にあることなどが認められた。こうした状況を改善するため，本院としては，一般職

の職員の給与に関する法律第22条第２項の規定に基づき各庁の長が非常勤職員の給与を決定する

際に考慮すべき事項を示す指針を策定することとする。指針においては，基本となる給与につい

て，当該非常勤職員の職務と類似する職務の常勤職員に適用されている俸給表の１級の初号の俸

給月額を基礎として，職務内容，在勤する地域及び職務経験等の要素を考慮して決定すること等

を示すこととする。

また，これらの非常勤職員の中には，業務面からみると，恒常的に必要と考えられる業務（補

助的な業務を含む。）を代替している者，一時的に生じた業務処理に当たる者など様々な者が含ま

れている。現在の非常勤職員制度は，臨時的に生じる多様な業務や短時間の業務に対して弾力的

に対処することを可能とするためのものであるが，現状の運用にはこうした本来の非常勤職員制

度の趣旨に沿わない面も見受けられる。これらについては，雇用期間や任用形態の問題，常勤職
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員との処遇の不均衡等も指摘されている。

本院としては，給与に関する指針の策定に加え，休暇及び健康診断の在り方について検討を行

うとともに，任用形態・勤務形態の在り方についても問題意識を持って考えていきたい。

非常勤職員の問題は，業務運営の方法，組織・定員管理，予算，人事管理方針などと密接不可

分な関係にあることから，今後においては，政府全体として，必要に応じて職務の実態把握を行

いながら，非常勤職員の在り方をどのようにしていくのかについて幅広く検討を進めていくこと

が必要と考える。

オ 独立行政法人等への協力

本院は，主務大臣，独立行政法人，国立大学法人及び特殊法人等が行っている給与水準の公表

に当たって，各法人の給与水準の国家公務員との比較指標等を作成し，提供してきている。本院

としては，今後とも，専門機関として，独立行政法人等における給与水準の在り方等の検討にお

いて，適切な協力を行うこととする。

３ 給与構造改革

⑴ 給与構造改革の進捗状況

国家公務員給与については，平成18年度から平成22年度までの５年間で給与構造改革に取り組んで

おり，地域の民間賃金をより適切に反映させるための地域間給与配分の見直し，年功的な給与上昇の

抑制，職務・職責に応じた俸給構造への転換，勤務実績の給与への反映の推進などの実現のため，俸

給制度，諸手当制度全般にわたる改革を進めてきている。

地域間給与配分の見直しについては，全国共通に適用される俸給表の水準について，民間賃金水準

が最も低い地域に合わせ，平均で4.8％の引下げを実施する一方，主に民間賃金が高い地域に勤務する

職員を対象として，３％から最大18％までの地域手当を新設し，あわせて，広域にわたる異動を行う

職員を対象に広域異動手当を新設した。

年功的な給与上昇の抑制についてみると，平成17年から平成20年までの３年間で，中堅層以上であ

る35歳から59歳までの間において平均俸給月額が１万６千円（4.3％）程度減少しており，俸給カーブ

のフラット化は着実に進んでいる。

本年においても，新たに，給与構造改革における俸給水準の引下げに合わせた給与配分の見直し措

置の一環として，⑵のとおり，平成21年度から本府省業務調整手当を新設することとしているほか，

平成21年度における地域手当の支給割合を改定することとしており，地域間給与配分の見直しを着実

に進めているところである。

また，本年の職種別民間給与実態調査においては，調査の精確性を高めるため，調査対象事業所数

を約900事業所増加させたところであり，企業規模100人未満の事業所についてもより綿密に調査を

行った。これにより，これまで以上に小規模事業所の安定的データを得ることができるようになり，

各地域の実情をより精確に把握して，民間給与との精密な比較を確保できたものと考える。

⑵ 平成21年度において実施する事項

平成21年度においては，以下の施策について所要の措置を講じていくこととする。

ア 本府省業務調整手当の新設
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国家行政施策の企画・立案，諸外国との折衝，関係府省との調整，国会対応等の本府省の業務に

従事する職員の業務の特殊性・困難性を踏まえ，近年，各府省において本府省に必要な人材を確保

することが困難になっている事情を併せ考慮し，本府省の課長補佐，係長及び係員を対象とした本

府省業務調整手当を新設する。

これに伴い，本府省の課長補佐に対する俸給の特別調整額は廃止し，あわせて，俸給の特別調整

額と超過勤務手当等との併給を可能とする取扱いを廃止することとする。

ア 支給対象

ａ 支給対象とする業務

⒜ 本府省内部部局又はこれに相当する組織の業務に従事する職員に対して支給する。

ただし，組織法令上内部部局に属する組織ではあるが，内部部局と別の場所に所在する官

署において，内部部局の固有の業務と同様の業務の特殊性若しくは困難性又はその業務に従

事する職員の確保の困難性が認められない業務に専ら従事する職員には支給しない。

⒝ 本府省内部部局以外の組織の業務に従事する職員のうち，内部部局と一体となって行う，

各府省の政策に関わる調査研究，重要事項の調査審議等の業務で，内部部局の固有の業務と

同様の業務の特殊性及び困難性を有するものに従事する職員であって，その確保の困難性が

認められる職員に対しても支給する。

ｂ 支給対象とする職員

本府省業務調整手当の支給対象は，行政職俸給表㈠，専門行政職俸給表，税務職俸給表，公

安職俸給表㈠，公安職俸給表㈡又は研究職俸給表の各俸給表が適用されている者（俸給の特別

調整額の区分が一種から五種までの官職を占める者を除く）とする。

イ 手当額

手当額は，職員の属する職務の級における最高の号俸の俸給月額の100分の10を上限とする役

職段階別・職務の級別の定額制とする。行政職俸給表㈠が適用される職員のうち，課長補佐の手

当額については，本府省の課長補佐に対する現行の俸給の特別調整額の額に当該俸給の特別調整

額の額に100分の18を乗じて得た額を加えた額とし，係長以下の手当額については，各職務の級の

人員分布の中位に当たる号俸の俸給月額に，係長にあっては100分の４，係員にあっては100分の

２を乗じて得た額とする。また，行政職俸給表㈠以外の俸給表が適用される職員に対しては，当

該俸給表の各職務の級に相当する行政職俸給表㈠の職務の級の手当額を支給する。

ウ 諸手当の算定基礎

本府省業務調整手当は，本府省の業務の特殊性や人材確保の必要性等に配慮した加算措置的な

給与として位置付けられることから，諸手当（地域手当，超過勤務手当，期末手当・勤勉手当等）

の算定基礎としない。

エ 実施時期等

平成21年４月１日から実施する。

なお，平成21年度における手当額は，課長補佐にあっては，平成21年度の地域手当１級地の支

給割合を基に算出した額とし，係長及び係員にあっては，イの手当額の２分の１の割合を基に算

出した額とする。

オ 本府省業務調整手当の新設に伴う俸給の特別調整額の経過措置

― 86 ―



本府省の課長補佐に対する俸給の特別調整額の適用官職を占める職員で本府省業務調整手当の

支給対象とならないものに対しては，経過措置として，平成22年４月１日から一定割合を減じる

方法により，暫定的な俸給の特別調整額を支給する。なお，平成19年度の俸給の特別調整額の定

額化に伴う経過措置期間中の者についても，従前の経過措置を継続する。

イ 地域手当の支給割合の改定

地域手当の支給割合は，平成22年３月31日までの間は，地域手当の級地の区分ごとに人事院規則

で定める暫定的な支給割合とすることとされており，平成21年４月１日から平成22年３月31日まで

の間の支給割合については，支給地域における職員の在職状況等を踏まえ，別表第７のとおりとす

る。

⑶ 給与構造改革期間終了後の取組

給与構造改革は，地域の民間賃金をより適切に反映させるとともに，民間における賃金制度の動向

も踏まえ，年功的な給与体系から職務を基本とし能力・実績に応じた給与体系となるように公務の給

与体系を抜本的に見直そうとするものであり，平成22年度までの期間を一区切りとして取り組んでき

ている。

現在の取組の終了時点において，これまでの給与構造改革の効果を検証するとともに，地域におけ

る民間給与の状況等を踏まえ，引き続き地域間の配分の在り方を検討することに加えて，給与におけ

る能力・実績主義を一層推進する観点から，新たに導入される人事評価制度に基づく評価結果の給与

への活用状況を踏まえつつ，必要に応じ更なる見直しを検討するものとする。

さらに，近時，雇用と年金の連携を図るため，60歳台前半における雇用問題が重要な課題となって

おり，これに対処するに当たっては，60歳台前半のみならず60歳前も含めた給与水準及び給与体系の

在り方について，人事施策の見直しと一体となった検討を行うことが求められている。

本院としては，給与構造改革期間終了後は，以上のような諸課題に対応すべく総合的な検討を行っ

ていく必要があると考えており，今後，具体的な問題点等を整理しながら，その準備を進めていくこ

ととする。

⑷ 勤務実績の給与への反映の推進

昇給制度や勤勉手当制度における勤務実績の給与への反映の推進については，給与構造改革の柱の

一つとして取り組んでいるところであるが，来年７月までに施行が予定されている新たな人事評価制

度の導入に伴い，別紙第４の２⑵に示すとおり，評価結果を給与に活用することにより，勤務実績の

給与への反映の一層の推進を図ることとしている。評価結果の活用のうち，昇給，勤勉手当及び期末

特別手当について講ずる措置及び新たに整備する降給・降格の仕組みを整理すると，以下のとおりで

ある。なお，今後は，各府省における評価結果の活用状況についてフォローアップを行うとともに，

必要に応じて基準の見直しを行い，適切な運用が確保されるよう努めていくこととする。

ア 昇給，勤勉手当及び期末特別手当に関する措置

ア 昇給の勤務成績判定は，評価結果に基づいて行うこととする。具体的には，１年間（10月～９

月）における能力評価及び業績評価の結果を，その直後の昇給日（翌年の１月１日）に係る昇給

の勤務成績判定に用いることとする。

その際，勤務成績判定期間中及び同期間終了後の懲戒処分等についても，当該昇給日に係る昇

給の勤務成績判定に反映させることができるようにすることとする。
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イ 勤勉手当の勤務成績判定は，基準日以前における直近の業績評価の結果及び基準日以前６か月

以内の期間における勤務の状況（勤務期間及び懲戒処分等）に基づいて行うこととする。

その際，４月～９月の期間に係る業績評価の結果を12月期の勤勉手当の勤務成績判定に，10月

～３月の期間に係る業績評価の結果を６月期の勤勉手当の勤務成績判定に用いることとする。

ウ 指定職俸給表の適用を受ける職員に支給される期末特別手当について，業績評価の結果が下位

である職員に対しては，「勤務成績が良好でない場合」に該当するものとして減額して支給するこ

ととする。

イ 降給・降格の仕組みの整備

新たな人事評価制度の導入に伴い，公務の適正かつ能率的な運用を図るため，国家公務員法第75

条第２項に基づく処分として，勤務実績が不良であり公務能率に支障を生じさせている場合に，職

員を降給させ，又は降格させることができる仕組みを新たに設けることとする。

このうち，降給は，職員の勤務実績が良くない場合に，その職務の級は変更しないが号俸を現在

よりも下位の号俸に決定するものであるのに対し，降格は，その職務の級を現在よりも下位の職務

の級に決定するものであり，能力評価又は業績評価の結果を処分の契機として活用するものとする。

ウ 実施時期

人事評価が実施され，これに基づく評価結果が確定したときには，直ちにそれを給与に活用する

ものとするよう措置を講ずることとする。

本府省内部部局及びこれに相当する組織以外に勤務する職員に係る評価結果の活用開始時期につ

いては，直ちに活用できる場合を除き，上記の１年後とする。

４ 給与勧告実施の要請

人事院の給与勧告制度は，労働基本権を制約されている公務員の適正な処遇を確保するため，情勢適

応の原則に基づき公務員の給与水準を民間の給与水準に合わせるものとして，国民の理解と支持を得て，

公務員給与の決定方式として定着している。

公務員は，離島やへき地を含め全国津々浦々で，国民生活の維持・向上，生命・財産の安全確保等の

職務に精励している。近年，行政ニーズが増大し，複雑化する下において，効率的な業務遂行と行政サー

ビスの一層の向上が求められる中で，個々の職員が高い士気をもって困難な仕事に立ち向かうことが強

く求められており，公務員給与は，そのような職員の努力や実績に的確に報いていく必要がある。

民間準拠により公務員給与を決定する仕組みは，公務員に対し国民から支持される納得性のある給与

水準を確保し，前述のような職員の努力や実績に報いるとともに，人材の確保や労使関係の安定などを

通じて，行政運営の安定に寄与するものである。

国会及び内閣におかれては，このような人事院勧告制度の意義や役割に深い理解を示され，別紙第２

の勧告どおり実施されるよう要請する。
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別表第１ 民間における給与改定の状況
（単位：％）

項目

役職
段階

ベースアップ
実施

ベースアップ
中止 ベースダウン ベースアップ

の慣行なし

係 員 29.3 12.3 0.6 57.8

課長級 23.5 12.6 0.6 63.3

別表第２ 民間における定期昇給の実施状況
（単位：％）

項目

役職
段階

定期昇給
制度なし

定期昇給
制度あり 定期昇給実施 定期昇

給停止増額 減額 変化なし

係 員 79.9 75.8 29.6 8.2 38.0 4.1 20.1

課 長 級 68.3 64.3 24.2 7.1 33.0 4.0 31.7

(注) ベースアップと定期昇給を分離することができない事業所を除いて集計した。

別表第３ 民間における雇用調整の実施状況
（単位：％）

項 目 実施事業所割合

採用の停止・抑制 4.5

部門の整理・部門間の配転 6.1

業務の外部委託・一部職種の派遣社員等への転換 3.1

転籍出向 2.6

一時帰休・休業 0.2

残業の規制 3.6

希望退職者の募集 1.4

正社員の解雇 1.0

賃金カット 1.0

計 14.9

(注) 平成20年１月以降の実施状況である

別表第４ 公務員給与と民間給与との較差

民 間 給 与 公 務 員 給 与

較 差
①－②

①－②
② ×100

⎧
｜
⎩

⎫
｜
⎭

387,642円

①

387,506円

②

136円

（0.04％）

(注) 民間，公務員ともに，本年度の新規学卒の採用者は含まれていない。
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別表第５ 民間における特別給の支給状況
区分

項目
事務・技術等従業員 技能・労務等従業員

平均所定内給与月額
下半期（A1）
上半期（A2）

円
368,518
369,536

円
280,547
280,741

特 別 給 の 支 給 額
下半期（B1）
上半期（B2）

円
839,989
825,037

円
558,799
543,333

特別給の支給割合
下半期 B1

A1
⎧
｜
⎩

⎫
｜
⎭

上半期 B2
A2

⎧
｜
⎩

⎫
｜
⎭

月分
2.28
2.23

月分
1.99
1.94

年 間 の 平 均 4.50月分

(注) １ 下半期とは平成19年８月から平成20年１月まで，上半期とは同年２月から７月まで
の期間をいう。
２ 年間の平均は，特別給の支給割合を公務員の人員構成に合わせて求めたものである。

備考 公務員の場合，現行の年間支給月数は，平均で4.50月である。

別表第６ 民間及び独立行政法人国立病院機構と国の医師の年間給与の比較

民間

平均年齢
43.3歳

⎧
｜
⎩

⎫
｜
⎭

国立病院機構

平均年齢
45.4歳

⎧
｜
⎩

⎫
｜
⎭

国

平均年齢
46.6歳

⎧
｜
⎩

⎫
｜
⎭

民間との差

①－③

①－③
③ ×100

⎧
｜
⎩

⎫
｜
⎭

国立病院機構
との差
②－③

②－③
③ ×100

⎧
｜
⎩

⎫
｜
⎭

1,393.3万円
①

1,261.4万円
②

1,134.5万円
③

258.8万円
（22.8％）

126.9万円
（11.2％）

(注) １ 民間については，平成18年から平成20年までの職種別民間給与実態調査結果の平均
値で，医師のすべての役職段階を対象としている。
なお，特別給については，民間病院の特別給の支給割合を用いて求めたものである。

２ 国立病院機構については，平成17年から平成19年までの副院長以下の平均値である。
３ 国については，平成20年国家公務員給与等実態調査による医療職俸給表㈠適用職員
の平均値である。



別表第７ 平成21年度の地域手当の級地別支給割合

級 地
（支給割合）

改定幅
平成21年度の
地域手当の
支給割合

平成18年３月31日
の調整手当
の支給割合

１ 級 地
（18％）

％
６

％
17

％
12

２ 級 地
（15％）

５※ 14※ 10※

12 12 ３

15 12 ０

３ 級 地
（12％）

２ 12 10

３ 12 ９

６ 11 ６

９ 10 ３

12 ９ ０

４ 級 地
（10％）

０ 10 10

１ 10 ９

４ 10 ６

７ ９ ３

10 ８ ０

５ 級 地
（６％）

０ ６ ６

３ ６ ３

６ ５ ０

６ 級 地
（３％）

０ ３ ３

１ ３ ２

３ ３ ０

(注) １ 「改定幅」は，地域手当の級地の支給割合と平成18年３月31日の調整手当の支給割合
との差を示す。
２ ２級地の欄中の※印は，医師等に係る地域手当の特例措置における改定幅，支給割合
を含む。
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第３ 職員の勤務時間

（これまでの経緯）

職員の勤務時間については，一般職の職員の勤務時間，休暇等に関する法律において規定されている。

本院は，中立第三者機関として，職員の適正な勤務条件を確保する責務を有しており，これまでも，勤

務時間等に関する制度について必要な調査研究を行い，その結果を国会及び内閣に同時に報告するとと

もに，同法の改正を国会及び内閣に対して求めてきている。

職員の勤務時間（始業時刻から終業時刻までの時間から休憩時間を除いた時間）は，平成４年の完全

週休２日制の導入以降，１日当たり８時間，１週間当たり40時間となっているが，近年の民間企業の所

定労働時間の状況にかんがみ，平成19年の勧告時の報告において，本年を目途として，所要の準備を行っ

た上で，民間準拠を基本として勤務時間の見直しに関する勧告を行うこととしたい旨言及したところで

ある。

１ 民間企業の所定労働時間の状況

⑴ 所定労働時間の調査

国家公務員の勤務時間は，給与と同様に基本的な勤務条件であり，国家公務員法に定める情勢適応

の原則に基づき，民間と均衡させることを基本として定めるべきものである。

その際，勤務時間が業務運営の基礎であることを考えると，これを頻繁に改定することは適当では

なく，民間企業の所定労働時間を一定期間にわたって調査し，そのすう勢を見極めることが必要であ

る。

本院は，平成16年から民間企業の所定労働時間の状況を把握しているところであるが，本年も，企

業規模50人以上，かつ，事業所規模50人以上の全国の民間事業所のうちから，層化無作為抽出法によっ

て抽出した事業所を対象として，「平成20年職種別民間給与実態調査」を実施し，公務における代表的

な執務形態と同様の執務形態である民間企業の事務・管理部門について，１日及び１週間当たりの所

定労働時間を調査した。

⑵ 所定労働時間の調査結果

本年の調査結果によれば，民間企業の所定労働時間は，１日当たり７時間45分，１週間当たり38時

間49分となっている。また，平成16年から本年までの調査結果は安定的に推移してきており，その平

均値を算出すると，１日当たり７時間44分，１週間当たり38時間48分となっている。

これらのことから，民間企業における所定労働時間は，職員の勤務時間と比較して１日当たり15分

程度，１週間当たり１時間15分程度短くなっており，その水準で定着していると考えられる。

なお，民間企業における所定労働時間の設定状況を見ると，15分刻みの時間で設定しているところ

が多く，労働時間を管理する観点から，ある程度区切りの良い時間を単位として労働時間を設定して

いるものと考えられる。
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民間企業の所定労働時間の推移
１日当たりの所定労働時間 １週間当たりの所定労働時間

平成16年
時間：分

７：44
時間：分

38：45

平成17年 ７：43 38：43

平成18年 ７：45 38：53

平成19年 ７：44 38：51

平成20年 ７：45 38：49

５年平均 ７：44 38：48

（注) 平成16年，18年～20年は「職種別民間給与実態調査」結果，平成17年は「民間企業の勤
務条件制度等調査」結果

２ 勤務時間を短縮した場合の影響

民間企業の所定労働時間の状況を踏まえ，職員の勤務時間の短縮を行うこととする場合には，窓口業

務や交替制等勤務などの執行業務をはじめとして，企画立案業務も含めた行政サービスに与える影響を

考慮する必要がある。

⑴ 行政サービスの維持

ア 基本的考え方

勤務時間の短縮に当たっては，これまでの行政サービスを維持し，かつ，行政コストの増加を招

かないことを基本とすべきである。

民間企業においても，所定労働時間を短縮する場合には，従来の業務処理量を維持しつつ所定外

労働時間や休日出勤が増加しないよう，生産性を向上させることが一般的とされており，公務にお

いても，同様の考え方に立って，勤務時間を短縮した場合には，公務能率の一層の向上に努め，行

政サービスを維持するとともに行政コストの増加を招かないことが重要である。

イ 各府省の対応

勤務時間の短縮が行政サービスに与える影響等について聴取したところ，各府省は，業務の合理

化・効率化や勤務体制の見直し等の所要の準備を行うことにより，現在の予算や定員の範囲内で，

業務遂行に影響を与えることなく対応が可能であるとしている。

国民に直接行政サービスを提供する窓口業務については，これまでも各府省において，窓口の受

付終了時刻の繰下げや昼休みの窓口対応の拡充に努めてきているところである。職員の勤務時間を

１日当たり15分短縮することとした場合，昼の休憩時間を15分延長するのか，終業時刻を15分繰り

上げるのか等については，各府省において業務の運営等を考慮して決めることとなるが（現在，昼

の休憩時間は，原則60分としているが，特例として設定できる45分となっている官署が全体の５分

の４を占めている。），昼の休憩時間を15分延長しても来庁者等には交替で対応を行うことなどによ

り，また，終業時刻を15分繰り上げても窓口の受付終了時刻は現行どおりとすることなどにより，

これまでと同様の対応が可能であるとしている。

24時間体制など複数の職員が交替して勤務する職場においても，休憩時間・休息時間の置き方な

ど勤務体制の見直しを行うことにより，業務運営に支障を来すことなく勤務時間の短縮を行うこと
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が可能であるとしている。

なお，船員については，海上勤務の特殊性から，勤務時間の短縮に伴い職員の出動や待機の日数

に影響が生ずる場合には，これまでの１週間当たりの勤務時間を維持する必要があるとしている。

ウ 仕事の進め方や働き方の見直し

勤務時間の短縮に当たっては，公務能率の一層の向上に努める必要がある。そのため，職員一人

一人が仕事の進め方や働き方を点検し，最大限の能率を発揮するよう努めるとともに，特に組織全

体を管理・監督する立場にある幹部職員は，業務運営の在り方を見直すなど，公務の能率的な運営

を確保するよう努めるべきである。

⑴ 国家公務員の仕事と生活の調和

近年，仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の重要性が指摘されている。昨年12月には

「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）憲章」等が政府において決定されており，その実現

に向けた取組を官民が一体となって効果的に展開することが求められていることから，国家公務員の

勤務時間についても，仕事と生活の調和という観点からその在り方について考えることが重要である。

勤務時間を民間企業の所定労働時間に準拠して短縮することは，家庭生活や地域活動の充実など，

広く仕事と生活の調和に寄与すると考える。

なお，仕事と生活の調和を推進するためには，超過勤務の縮減も重要な課題である。現在，政府全

体として，不必要な在庁時間を削減するため，各府省ごとに削減目標を設定して具体的な取組を進め

ているところであり，本院としても，超過勤務縮減のための取組を行うこととしている。

３ 勤務時間の改定

⑴ 改定の基本方針

１で述べたように，民間企業の所定労働時間は，職員の勤務時間と比較して１日当たり15分程度，

１週間当たり１時間15分程度短くなっており，その水準で定着している。

これとの均衡を図ることとした場合，公務能率の一層の向上に努めることにより，行政サービスや

行政コストに影響を与えることなく，勤務時間の短縮を行うことが可能であると考えられる。

また，勤務時間の短縮は，仕事と生活の調和にも寄与するものである。本院としては，以上のよう

な点を考慮し，職員の勤務時間を１日当たり７時間45分，１週間当たり38時間45分に改定することが

適当であると考える。

⑵ 改定すべき事項

職員の勤務時間を１週間当たり38時間45分とし，各省各庁の長が，１日につき７時間45分を月曜日

から金曜日までの５日間において割り振るものとする。

なお，船員の勤務時間については，１週間当たり40時間までの範囲内で延長できることとし，この

場合，１日につき８時間までの範囲内とすることができる特例を設ける。

これに伴い，再任用短時間勤務職員の勤務時間，育児短時間勤務職員の勤務形態及び並立任用並び

に任期付短時間勤務職員の勤務時間についても所要の措置を講ずる。

任期付研究員が裁量による勤務をする場合には，１日につき７時間45分の勤務時間を割り振られた

ものとみなす。

再任用短時間勤務職員，育児短時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員の超過勤務手当の支給割合
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については，正規の勤務時間と超過勤務の時間との合計が７時間45分に達するまでは，100分の100と

する。

⑶ 実施時期

平成21年４月１日から実施する。

４ 勤務時間の改定に関する勧告実施の要請

昨今の公務を取り巻く厳しい状況の中にあって，勤務時間の短縮を行うに当たっては，職員一人一人

が服務規律や公務員倫理を遵守することはもちろんのこと，仕事の進め方や働き方を見直して，国民に

対する行政サービスを維持・向上させるよう努めることが不可欠である。すべての職員は，この点を念

頭に置いて一層職務に精励する必要がある。

国家公務員の勤務時間は基本的な勤務条件であり，民間準拠の考え方に基づいて勤務時間を適切に設

定することは，職員の勤務意欲の向上や労使関係の安定などを通じて行政運営の安定に寄与するもので

ある。

国会及び内閣におかれては，このような勤務時間の改定に関する勧告の意義や役割に深い理解を示さ

れ，別紙第３の勧告どおり実施されるよう要請する。

別紙第２

職員の給与の改定に関する勧告

次の事項を実現するため，一般職の職員の給与に関する法律（昭和25年法律第95号）を改正することを

勧告する。

Ⅰ 医師の給与改定のための一般職の職員の給与に関する法律の改正

初任給調整手当について，医療職俸給表㈠の適用を受ける医師及び歯科医師に対する支給月額の限度

を410,900円とすること。

Ⅱ 給与構造改革のための一般職の職員の給与に関する法律の改正

１ 新たに本府省業務調整手当を設け，行政職俸給表㈠，専門行政職俸給表，税務職俸給表，公安職俸

給表㈠，公安職俸給表㈡又は研究職俸給表の適用を受ける職員（俸給の特別調整額を支給される職員

を除く。）が，次に掲げる業務に従事する場合に支給すること。

⑴ 国の行政機関の内部部局又はこれに相当する組織として人事院規則で定めるもの（１において「内

部部局等」という。）の業務（内部部局等の主たる庁舎が所在する地域以外の地域に所在する官署に

おける業務であって，内部部局等の固有の業務と同様の業務の特殊性若しくは困難性又はその業務

に従事する職員の確保の困難性が認められない業務として人事院規則で定めるものを除く。）

⑵ 内部部局等以外の組織の業務であって，⑴の業務に類するものとして人事院規則で定める業務

なお，これに伴い，管理職員特別勤務手当が支給され，並びに超過勤務手当，休日給及び夜勤手当

が支給されないこととなる職員を，俸給の特別調整額を支給される職員，専門スタッフ職俸給表の適
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用を受ける職員でその職務の級が２級以上であるもの及び指定職俸給表の適用を受ける職員とすると

ともに，所要の経過措置を講ずること。

２ 本府省業務調整手当の支給月額は，行政職俸給表㈠の適用を受ける職員にあっては当該職員の属す

る職務の級，専門行政職俸給表，税務職俸給表，公安職俸給表㈠，公安職俸給表㈡又は研究職俸給表

の適用を受ける職員にあっては当該職員の属する職務の級に相当すると認められる行政職俸給表㈠の

職務の級であって人事院規則で定めるものにおける最高の号俸の俸給月額に100分の10を乗じて得た

額を超えない範囲内で人事院規則で定める額とすること。

Ⅲ 人事評価の実施に伴う一般職の職員の給与に関する法律の改正

１ 昇給について

職員の昇給は，昇給を行う日前において人事院規則で定める日以前１年間におけるその者の勤務成

績に応じて，行うものとすること。この場合において，同日の翌日から昇給を行う日の前日までの間

において懲戒処分を受けたことその他の人事院規則で定める事由に該当したときは，当該事由を考慮

することができるものとすること。

２ 勤勉手当及び期末特別手当について

⑴ 勤勉手当の支給は，職員の基準日以前における直近の人事評価の結果及び基準日以前６箇月以内

の期間における勤務の状況に応ずるものとすること。

⑵ 期末特別手当の額は，職員の基準日以前における直近の人事評価の結果及び基準日以前６箇月以

内の期間の在職期間における勤務の状況に照らして勤務成績が良好でない場合に減ずることとする

こと。

３ 経過措置

１及び２の改定に伴い，所要の経過措置を講ずること。

Ⅳ 改定の実施時期

この改定は，平成21年４月１日から実施すること。ただし，Ⅲについては，人事評価の実施の日から

実施すること。

別紙第３

職員の勤務時間の改定に関する勧告

次の事項を実現するため，一般職の職員の勤務時間，休暇等に関する法律（平成６年法律第33号），一般

職の職員の給与に関する法律（昭和25年法律第95号），国家公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法

律第109号）及び一般職の任期付研究員の採用，給与及び勤務時間の特例に関する法律（平成９年法律第65

号）を改正することを勧告する。
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１ 一般職の職員の勤務時間，休暇等に関する法律の改正

⑴ １週間の勤務時間

ア 職員の勤務時間は，１週間当たり38時間45分とすること。

イ 再任用短時間勤務職員の勤務時間は，アにかかわらず，１週間当たり15時間30分から31時間まで

の範囲内で，各省各庁の長が定めること。

⑵ 勤務時間の割振り

各省各庁の長は，月曜日から金曜日までの５日間において，１日につき７時間45分の勤務時間を割

り振るものとすること。ただし，再任用短時間勤務職員については，１週間ごとの期間について，１

日につき７時間45分を超えない範囲内で勤務時間を割り振るものとすること。

⑶ 船員の勤務時間の特例

各省各庁の長は，船舶に乗り組む職員（再任用短時間勤務職員を除く。）について，人事院と協議し

て，⑴のアの勤務時間を１週間当たり１時間15分を超えない範囲内において延長することができるこ

と。この場合において，各省各庁の長は，公務の運営上の事情により特別の形態によって勤務する必

要のあるときを除き，１日につき７時間45分にその延長した時間の５分の１を超えない範囲内におい

て各省各庁の長が定める時間を加えた時間の勤務時間を割り振るものとすること。

なお，週休日の振替等に関する特例は，廃止すること。

２ 一般職の職員の給与に関する法律の改正

再任用短時間勤務職員が，正規の勤務時間が割り振られた日のうち休日給が支給されることとなる日

以外の日において，正規の勤務時間を超えてした勤務のうち，超過勤務手当の支給割合を100分の100と

する勤務は，正規の勤務時間との合計が７時間45分に達するまでの間の勤務とすること。

３ 国家公務員の育児休業等に関する法律の改正

⑴ 育児短時間勤務の勤務の形態

育児短時間勤務の勤務の形態は，次のとおりとすること。なお，これに伴い，所要の経過措置を講

ずること。

ア 日曜日及び土曜日を週休日とし，週休日以外の日において１日につき３時間55分勤務すること。

イ 日曜日及び土曜日を週休日とし，週休日以外の日において１日につき４時間55分勤務すること。

ウ 日曜日及び土曜日並びに月曜日から金曜日までの５日間のうちの２日を週休日とし，週休日以外

の日において１日につき７時間45分勤務すること。

エ 日曜日及び土曜日並びに月曜日から金曜日までの５日間のうちの２日を週休日とし，週休日以外

の日のうち，２日については１日につき７時間45分，１日については１日につき３時間55分勤務す

ること。

オ アからエまでに掲げるもののほか，１週間当たりの勤務時間が19時間25分から24時間35分までの

範囲内の時間となるように人事院規則で定める勤務の形態

⑵ 育児短時間勤務職員の並立任用

育児短時間勤務職員の並立任用は，育児短時間勤務職員の１週間当たりの勤務時間が１の⑴のアの

勤務時間のおおむね２分の１に相当する時間として人事院規則で定める時間である場合に行うことが
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できるものとすること。

⑶ 他の法律の適用の特例

ア 育児短時間勤務職員又は任期付短時間勤務職員が，正規の勤務時間が割り振られた日のうち休日

給が支給されることとなる日以外の日において，正規の勤務時間を超えてした勤務のうち，超過勤

務手当の支給割合を100分の100とする勤務は，正規の勤務時間との合計が７時間45分に達するまで

の間の勤務とすること。

イ 任期付短時間勤務職員の勤務時間は，１週間当たり10時間から19時間20分までの範囲内で，人事

院規則の定めるところにより，各省各庁の長が定めること。

４ 一般職の任期付研究員の採用，給与及び勤務時間の特例に関する法律の改正

第１号任期付研究員が裁量による勤務をする場合には，１日につき７時間45分の勤務時間を割り振ら

れたものとみなすこと。

５ 改定の実施時期

この改定は，平成21年４月１日から実施すること。

別紙第４

公務員人事管理に関する報告

本院の公務員制度改革に関する基本認識は別紙第１の第１において示したとおりであり，以下，公務員

制度改革に関する主な個別課題等について，本院の認識，取組の方向等を報告する。

１ 人材の確保・育成

⑴ 採用試験の基本的な見直し

ア 行政が国民に対して良質な行政サービスを提供していくためには，高い資質と使命感を有する人

材を確保していくことが重要である。

しかしながら，国家公務員採用試験の応募者は，民間企業における高い採用意欲や受験年齢人口

の減少をはじめ，公務及び公務員に対する批判などにより，ここ数年減少傾向が続いていることに

加え，専門職大学院の設置等に伴う人材供給構造の変化の影響もあり，人材確保上，厳しい状況が

続いている。

また，国家公務員制度改革基本法（以下「基本法」という。）においては，採用試験の種類及び内

容の見直しや国際対応に重点を置いた採用を行うための措置を講ずることなどが求められている。

イ このような状況を踏まえ，本院は，採用試験の基本的な見直しに向けて，本年６月に各専門分野

の学識経験者からなる「採用試験の在り方を考える専門家会合」（座長：高橋滋一橋大学教授）を開

催し，各試験の意義，検証すべき能力と検証の手法などについて，専門的な見地からの検討を開始

したところであり，同専門家会合における議論を踏まえながら，積極的に検討を進めることとする。

また，人材確保活動についても，各府省と連携しながら，「霞が関インターンシップ」の充実など取
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組を強化していきたい。

ウ 平成18年度より，本院と各府省とが協力して，年齢要件を設けず，民間経験者等を広く募集し，

能力実証を経て選考採用を行う，経験者採用システムを導入している。係長級職員や新司法試験合

格者などの選考採用に活用されており，今後の中途採用試験の在り方を念頭に置きながら，更なる

活用に努めていきたい。また，国家公務員採用試験の年齢要件の在り方についても，これら経験者

採用システムや「再チャレンジ試験」の今後の位置付けと併せ，民間の動向等をも十分に把握しな

がら，必要な検討を行うこととしたい。

⑵ 幹部要員の確保・育成

ア いわゆるキャリア・システムについては，「採用時の一回限りの選抜で昇進がすべて決定されるの

は不合理」などの批判がなされており，本院としても，従来より，Ⅰ種試験採用職員の選抜の強化

及びⅡ種・Ⅲ種試験等採用職員の幹部職員への登用の促進による人事運用の見直しの必要性を指摘

してきたところであり，さらに，平成19年度年次報告書においては，公務における人材育成の特性

を踏まえつつ，求められる資質・能力を整理することなど，今後の幹部要員の確保・育成の在り方

の検討に当たっての留意点を示したところである。

今般の基本法は，現行のキャリア・システムの廃止を問題意識の一つとするものであり，基本法

においては，これに関連して，採用試験の種類等の見直しや幹部候補育成課程の新設などが規定さ

れている。この幹部候補育成課程の検討に当たっては，幹部要員に求められる資質・能力を整理す

るとともに，幹部要員の選抜における透明性・公正性の確保等に留意する必要がある。

本院としても，幹部要員をはじめとする職業公務員がその役割を適切に果たす上で求められる資

質・能力をいかに涵養すべきかという観点から，研修・人材育成の在り方を再整理するため，各分

野の有識者からなる「公務研修・人材育成に関する研究会」（座長：西尾隆国際基督教大学教授）を

開催し，検討を開始したところである。今後，同研究会及び⑴の専門家会合における議論や行政現

場の実態を踏まえながら，全体の奉仕者としての高い使命感を持つ行政官の確保・育成に向けて，

検討を行っていくこととしたい。

イ 一方，基本法による新たな制度の発足前においても，思い切った能力・実績に応じた人事運用に

転換していく必要がある。今後は，新たな人事評価の評価結果を活用しつつ，Ⅰ種試験採用職員に

ついて，課長補佐級の官職への昇任段階から適格性の判断を厳正に行うとともに，課長級の官職へ

の昇任時には従来以上に厳しく適任者の選抜を行っていく必要がある。これにより，優秀な職員の

登用が図られるとともに，新たな制度の円滑な導入にも資することから，政府全体として直ちに取

組を進めていくことが不可欠である。

また，Ⅱ種・Ⅲ種試験等採用職員については，本院の定めた指針に基づき，各府省において計画

的な育成を通じて登用に努めているところであるが，一層推進を図ることが重要である。本院とし

ても，海外調査・研究の機会の拡充を含め，登用に資する研修の充実を図っていきたい。

⑶ 人事交流の推進

民間部門や他の公務部門との間の人事交流の推進は，人材の育成や専門性の高い人材の活用をはじ

め，組織の活性化や閉鎖性の見直しの観点から有意義である。このため，官民人事交流制度や民間派

遣研修制度，あるいは任期付職員制度や中途採用制度などが設けられており，それぞれの趣旨に応じ

て活用していくことが重要である。
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このような中，基本法において，官民の人材の流動性を高めるため，現行の制度を抜本的に見直す

など必要な措置を講ずることとされているところであり，検討に当たっては，公務の公正性の確保や

職業公務員との役割分担についても十分留意していくことが必要である。

また，現行の官民人事交流法について，公正性を十分に担保しつつ，円滑な官民交流に資するよう，

交流基準等についての必要な見直しを検討していくこととしたい。

⑷ 女性職員の採用・登用の拡大

国の行政への女性の参画は，政府全体として積極的に取り組むべき課題である。本年度のⅠ種試験

（事務系区分）合格者に占める女性の割合は，過去最高の23.1％となったところであるが，各府省にお

いて，平成22年度までの目標を設定した「女性職員の採用・登用拡大計画」に基づき，職務付与の在

り方を含め，引き続き具体的な取組を進めていく必要がある。本院としても，募集活動を強化するな

ど，女性職員の採用・登用に向けた取組を進めていくこととしている。

⑸ 任免に関する規則の整備

昨年の国家公務員法の改正により，能力・実績に基づく人事管理の徹底の観点から，新たな人事評

価制度が構築されるとともに，職階制の廃止や能力本位の任用制度の確立のための改正が行われた。

これに伴い，改正法の施行に向けて，任免に関する人事院規則について所要の規定の整備を行う必要

があり，メリット・システムや任免における中立・公正性の確保の重要性を踏まえつつ，検討を進め

ていくこととする。

⑹ 分限及び併任に係る適切な運用の確保

本院は，分限について，一昨年，指針を各府省に通知し，より適正な運用の指導に努めているとこ

ろである。新たな人事評価制度の導入に伴い，評価結果を適切に活用できるよう，基準や手続につい

て，人事院規則や指針の整備を行うこととする。

また，併任は，本務官職における職務遂行に著しく支障がないと認められる場合に限って認められ

るものであり，別紙第１の第２の２⑶ウウで述べた給与上の取扱いを検討するに当たっても，長期に

わたって併任先に専ら勤務させるような人事運用は，できる限り解消していく必要がある。各府省に

おいて，長期の遠隔地間の併任などを是正するため，適切な人員配置等に努めることが重要である。

本院としても，併任の実態を把握し，業務の必要性等を踏まえつつ併任の基準等の見直しを行うこと

とする。

２ 能力及び実績に基づく人事管理の推進～新たな人事評価制度の導入～

⑴ 人事評価制度の枠組み

昨年の国家公務員法の改正により，能力・実績に基づく人事管理の基礎となるものとして新たな人

事評価制度が導入され，来年７月までに関係規定が施行される。本院は，これまで総務省と共同で３

回にわたって人事評価の試行を行っており，今後，全職員を対象とした試行を行うべく準備を進めて

いる。

人事評価制度の基本的枠組みは，内閣官房を中心に，別記の１のとおり取りまとめられている。

人事評価は人事管理のツールであるとともに，これにより行政運営の改善の効果も期待されるもの

であることから，各府省の最高幹部をはじめとした各段階の責任者はそれぞれの所掌分野の行政の目

的・目標を明らかにし，職員に自身の役割をよく理解させた上で，それを踏まえて職員の勤務実績を
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評価することが重要であると考える。

また，人事評価制度の公正かつ適切な運営のためには評価者訓練が重要である。このため，本院は，

管理者の評価能力の向上を目的とした研修を開発し，今秋より，各府省人事担当者等を対象として研

修指導者の養成を行うなどの取組を進めていくこととしている。

今後，試行で得られた知見も活用し，関係規定の整備が進められるが，本院としては法律の規定に

基づき，それまでに必要な意見を述べることとしたい。

⑵ 評価結果の活用

人事評価は，任用，給与，分限など人事管理の基礎とするものとされている。本院は，改正国家公

務員法の趣旨を踏まえ，人事評価制度の円滑な導入にも留意しつつ，評価結果の人事管理への活用の

在り方について検討を進めてきたところである。

その基本的な枠組みは別記の２に示しているとおりであるが，今後，試行の結果も踏まえ，人事評

価制度の施行までに最終的な結論を得て，必要な制度整備を図ることとしたい。

３ 仕事と生活の調和に向けた勤務環境の整備

⑴ 超過勤務の縮減

超過勤務の縮減は，職員の健康の維持，仕事と生活の調和，若手職員の士気の確保，人材の確保等

の観点から，喫緊に取り組む必要のある重要課題である。

超過勤務の縮減については，本府省において，正規の勤務時間終了後，職員が超過勤務命令を受け

ずに相当時間にわたって在庁している実態が見受けられることから，政府全体として計画的に在庁時

間削減に取り組むこととし，府省ごとに在庁時間の削減目標を設定して，早期退庁の奨励，業務処理

体制の見直し，職員の意識改革などの具体的な取組を進めているところであり，これらを着実に実施

する必要がある。

また，各府省が単独で業務の改善・合理化を図ることが困難である他律的な業務に係る超過勤務の

縮減に関しては，法令等府省間協議，予算関係等の業務については行政部内の取組により一定の合理

化が図られつつあるところであるが，引き続きその徹底を図ることが重要である。国会関係業務など

行政部内を超えた取組が必要なものについては，関係各方面の理解と協力を得て，改善が進むことを

期待する。

超過勤務手当については，公務員人件費を取り巻く厳しい状況を踏まえつつ，各府省内での配分の

在り方も含め，必要に応じた予算が確保される必要がある。

本院としては，各府省における在庁時間削減の取組の徹底を図ることに加えて，他律的な業務の比

重の高い部署における超過勤務の上限目安の設定等の検討や早出遅出勤務の活用促進のための取組を

進めることとする。

⑵ 両立支援の推進

仕事と生活の調和を図りつつ働けるような勤務環境を整備する上で，育児や介護に責任を有する職

員について両立支援の取組を推進していくことが重要である。職員のニーズに合わせて，育児休業，

育児短時間勤務制度や介護休暇制度が活用されるよう，制度の周知や利用モデルの提示を行うととも

に，男性職員の育児休業制度についての理解が十分でない点が認められることから，男性職員に対す

る周知等に努めることとする。
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⑶ 心の健康づくりの推進

近年，公務においても心の疾病が増加しており，特に20代，30代の職員において，長期病休者のう

ち心の疾病が原因である者が７割から８割を占める状況にある。行政課題が複雑，高度化する中で仕

事の困難度が高まるとともに事務量が増加していること，職場での人間関係が希薄化し，周囲に気軽

に相談できる雰囲気が失われていることなどがその一因となっていると考えられる。

心の健康づくりについては，指針の発出や相談体制の整備等各種の施策を講じてきたところである

が，最近の状況をみると予防や早期発見に取り組むことがこれまで以上に重要となっている。特に，

職員自らが自分の心の健康を把握し，早期に対処すること（セルフケア）や管理監督者が部下に対し

て適切な対応をとること（ラインによるケア）に重点的に取り組んでいく必要がある。

本院としては，セルフケア及びラインによるケアに資する心の健康づくりに関する情報の提供や管

理監督者向け研修の充実に努めるとともに，職員が不調に気づいた時に気軽に相談できる体制の整備

等についても検討することとする。

４ 退職管理～高齢期の雇用問題～

⑴ 公的年金の支給開始年齢の引上げに伴って満額年金受給までの空白期間が発生することを受け，民

間企業においては，既に，定年制の廃止，定年年齢の65歳以上への段階的引上げ又は再雇用制度等の

導入が法律によって義務付けられている。公務においても，職員が高齢期の生活に不安を覚えること

なく，職務に専念できる環境を整備する必要がある。

⑵ 本院では，昨年９月から，学識経験者を中心とする「公務員の高齢期の雇用問題に関する研究会」

（座長：清家篤慶應義塾大学教授）を開催し，幅広く検討が進められてきたところであるが，本年７月

24日，公務員の高齢期の雇用確保の在り方について「中間取りまとめ」がまとめられた。

「中間取りまとめ」では，少子高齢化が今後ますます進展する中で，60歳台前半層の雇用を公務内に

おいて再任用官職だけで対応することが困難であることなどを踏まえた上で，職員の士気の維持，60

歳台前半層の勤務の弾力化・複線化，外部との人事交流の促進，給与総額の増大の回避などにも留意

しつつ，最終的目標を65歳までの定年延長とする旨の方向性が示されている。

⑶ また，国家公務員の退職管理をめぐっては，昨年，国家公務員法の改正により官民人材交流センター

等の新たな枠組みが導入され，さらに，基本法において，政府は定年を段階的に65歳に引き上げるこ

とについて検討することとされたところである。

⑷ このような状況の中で，本院としては，現在60歳と定められている定年年齢を平成25年度から段階

的に65歳までに延長することを中心に検討を進めることとする。その際，再任用との組合せ，役職定

年制の併用，外部との人事交流の促進，高齢期の職員のための職域の開発，給与総額増大の回避の方

策などについて検討を加えることとする。

また，公務員の高齢期における雇用確保の問題については，関係制度官庁が協力しながら，政府横

断的な検討の場を設けて，必要な対応を検討することが重要である。

⑸ なお，各府省においても，本年中に施行される官民人材交流センター等の新たな退職管理の枠組み

への円滑な移行という視点をも踏まえ，在職期間の長期化に向けて，人事管理全体の見直しに計画的

に取り組んでいくことが求められる。
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別記 人事評価制度及び評価結果の活用の基本的枠組み

１ 人事評価制度

⑴ 評価方法等

評価の方法は，評価期間（10月１日～９月30日）において職員が発揮した能力について評価を行う

能力評価（年１回）と，評価期間（４月１日～９月30日・10月１日～３月31日）において職員の果た

すべき役割の達成状況について評価を行う業績評価（年２回）とし，それぞれ原則として５段階で評

価を行う。

⑵ 評価結果の開示等

目標の設定・確認を行うため期首に面談を行う。期末に被評価者が自己申告をした上で評価者が評

価を行い，面談を行う。期末面談では，被評価者に対し評価結果を開示し，指導・助言を行う。

⑶ 苦情への対応

評価結果など人事評価に関する職員の苦情に対応する仕組みを各府省に設ける。

２ 評価結果の活用

⑴ 昇任

昇任候補者の要件は，前２年（本省課長級以上への昇任にあっては前３年）の能力評価の全体評価

に下位の評価がなく（本省課長級以上への昇任にあっては，加えて，直近の能力評価の全体評価が上

位であり），かつ，直近の業績評価の全体評価が下位でないこととする。人事評価制度の施行３年後か

らは，これに加えて，前２年（本省課長級以上への昇任にあっては前３年）の能力評価の全体評価が

平均して標準を超えるものであることも要件とする。

任命権者は，昇任前の官職におけるそれまでの複数年の評価結果を活用して，昇任後の官職におけ

る標準職務遂行能力及び適性を有すると認められる昇任候補者の中から，人事計画，人材育成，将来

性その他の事情も考慮して最適任の者を適正な手続により昇任させる。

⑵ 免職・降任・降格・降給

能力評価又は業績評価の全体評価が最下位となった者については，人事当局が，必要に応じて，担

当職務の見直し，配置換又は研修などを行うことにより，勤務実績不良の状態又は適格性に疑いを抱

かせる状態が改善されるように努めるものとし，それらによってもこれらの状態が継続する場合には，

警告書を交付し，最終的には，過去の評価結果も含めて判断し，免職，降任，降格又は降給のいずれ

かの処分を行うなど，評価結果を処分の契機として活用する。

⑶ 昇格

昇任を伴う昇格の場合には，昇任における評価結果の活用の基準によることとする。

昇任を伴わない昇格の場合には，原則として前２年の能力評価及び業績評価の結果を活用しつつ，

昇格させようとする日までの勤務実績等も考慮し，総合的に判断して決定する。この場合において，

直近の能力評価及び業績評価の全体評価のいずれかに下位の評価があってはならず，かつ，人事評価

制度の施行３年後からは，これに加えて，前２年の能力評価及び業績評価の全体評価を平均して標準

を超えるもの（行政職俸給表㈠１級から２級への昇格及びこれに相当する昇格の場合には，これらの

全体評価を平均して標準以上）でなければならないこととする。
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⑷ 昇給

昇給区分の決定は，昇給日の直近の能力評価及び直近２回分の業績評価に基づき行うことを基本と

する。上位の昇給区分は，能力評価及び業績評価の双方の全体評価が標準以上であり，かつ，いずれ

かが上位である者について，原則として評価結果が上位の者から順に高い昇給区分となるよう決定す

る。能力評価及び業績評価の全体評価が下位である者については，全体評価の内容や所見，項目別の

評価結果等を踏まえつつ，下位の昇給区分に決定する。

なお，勤務成績判定期間中又は同期間終了後から昇給日の前日までの間に懲戒処分を受けた場合等

には，下位の昇給区分に決定する。

また，遠隔地への異動や転居を伴う頻繁な異動を行うこと，所属組織の着実な業務遂行や円滑な運

営にとって不可欠な役割を継続して果たしていること等，公務に対する貢献が顕著である場合には，

これらの事情を昇給区分の決定において考慮できることとする。

⑸ 勤勉手当

勤勉手当の成績率及び成績区分の決定は，基準日の直近の業績評価に基づき行うことを基本とする。

「特に優秀」又は「優秀」の成績区分は，業績評価の全体評価が上位である者について，原則として評

価結果が上位の者から順に高い成績率及び成績区分となるよう決定する。業績評価の全体評価が下位

である者は，「良好でない」の成績区分に決定する。

なお，基準日以前６か月以内の期間において懲戒処分を受けた場合等には，「良好でない」の成績区

分に決定する。

⑹ 期末特別手当

基準日の直近の業績評価の結果が下位である者は，「勤務成績が良好でない場合」に該当するものと

して，期末特別手当を減額する。

⑺ 人材育成

各府省及び本院における研修の開発・実施や職員自身による自発的な能力開発に，能力評価の評価

項目・着眼点及びその評価結果を活用する。

⑻ 実施時期

評価結果の活用は，人事評価制度の施行に合わせて行うこととする。ただし，本府省以外の機関に

ついては，給与や任免への活用に当たって評価者・被評価者のより一層の習熟が求められ，様々な職

種の職員が不安を抱くことなく評価結果を活用するための諸準備を整え，各職場に浸透させる時間的

余裕が必要であると認められる機関が多いことから，評価結果の活用の開始時期を本府省の１年後と

する。なお，準備の整った府省については，各府省の判断で本府省と同時に活用を開始することもで

きることとする。
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⑵ 事務次官通知

総 行 公 第 87 号

総 行 給 第 106 号

平成20年11月14日

各 都 道 府 県 知 事

各 指 定 都 市 市 長 殿各人事委員会委員長

総務事務次官

地方公務員の給与及び勤務時間の改定に関する取扱い等について

本日，公務員の給与及び勤務時間の改定に関する取扱いについて，別紙のとおり閣議決定が行われまし

た。

今日，我が国の行財政を取り巻く環境は極めて厳しく，政府においては，行財政改革を引き続き積極的

に推進しているところです。

地方財政にあっても，引き続き極めて厳しい状況にあり，その健全化を図ることが重要な課題となって

おり，地方公共団体は，自ら徹底した行財政改革に取り組むなど，分権型社会にふさわしい行政体制の整

備に努める必要があります。

地方公務員の給与については，各地方公共団体において適正化のための努力が払われてきているところ

でありますが，なお一部の地方公共団体においては，給与制度及びその運用等に問題が残されており，そ

の適正化が急務となっております。

「経済財政改革の基本方針2008」（平成20年６月27日閣議決定）においても，「財政健全化に向け，安定し

た成長を図るとともに，「基本方針2006」及び「基本方針2007」を堅持し，歳出・歳入一体改革を徹底して

進める」こととされており，引き続き，行財政改革に取り組むことが必要とされているところです。

このことから，地方公共団体においては，給与構造改革の取組に加え，人事委員会機能を発揮すること

などにより，地域の民間給与をより的確に反映させる観点から適切に対応する必要があります。

また，地方公務員の勤務時間や休暇等については，国等との権衡を図ることとされているところであり

ますが，一部の地方公共団体において依然として国との権衡を失した制度あるいは運用が見受けられてお

り，その適正化を早急に進めていく必要があります。

さらに，能力・実績に基づく人事管理を推進するとともに，地方行政及び地方公務員に対する住民の信

頼を確保するため，厳正な服務規律の確保や公務員倫理の確立を図る必要があります。

各地方公共団体においては，今回，国家公務員の給与等の改定に伴い，地方公務員の給与及び勤務時間

の改定を行うに当たって，以上のような状況を十分踏まえつつ，別紙閣議決定の趣旨に沿い，特に下記事

項に留意の上，適切に対処されるよう要請いたします。

なお，地方公営企業に従事する職員の給与等の改定に当たっても，これらの事項を十分勘案の上，給与

及び勤務時間等の適正化が図られるようお願いします。

また，貴都道府県内の市区町村に対しても併せて周知されるようお願いします。なお，本通知は地方公

務員法第59条（技術的助言）及び地方自治法第245条の４（技術的な助言）に基づくものです。
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記

第１ 本年の給与改定に関する取扱いについて

１ 地方公共団体における職員の給与改定を行うに当たっては，現下の地方行財政の状況並びに人事委員

会の給与に関する報告及び勧告を踏まえつつ，各地方公共団体の給与実態等を十分検討の上，次の点に

留意して所要の措置を講ずること。

⑴ 国家公務員については，官民の給与がほぼ均衡していることから俸給表等の改定を見送ることと

なったが，地方公共団体においては，国における取扱いを基本として，地域における民間給与等の状

況を勘案し適切に対処すること。

その際，現に国家公務員又は民間の給与水準を上回っている地方公共団体にあっては，漫然と国の

対応を踏襲することなく，給与の引下げ，不適正な給与制度及びその運用の見直しを行うなど，必要

な是正措置を速やかに講ずること。

特に期末・勤勉手当の支給月数については，人事委員会の調査結果による地域の民間給与の支給月

数を上回ることのないよう適切な改定を行うこと。

⑵ 人事委員会を置いていない市及び町村については，都道府県人事委員会における公民給与の調査結

果等を参考に適切な改定を行うこと。

２ 給与条例の改正は，その性質上専決処分によって行うことのないようにすること。

３ 近年，一部の地方公共団体において，特殊勤務手当，通勤手当など諸手当の支給に当たって，不適正

な運用等が住民の厳しい批判を受けているところである。諸手当の在り方については，「地方公共団体

における行政改革の推進のための新たな指針の策定について」（平成17年３月29日付け総行整第11号）及

び「地方公共団体における行政改革の更なる推進のための指針の策定について」（平成18年８月31日付け

総行整第24号）を踏まえ，一般行政職のみならず職種全般について点検し，制度の趣旨に合致しないも

のや不適正な支給方法については，早急に是正すること。

４ 国においては，若手・中堅医師の人材確保を図るため，初任給調整手当の改定を行うこととされたと

ころであるが，地方公共団体においては，地域の実情等に応じ，適切に対処すること。

５ 級別職務分類表に適合しない級への格付けその他実質的にこれと同一の結果となる不適正な給与制

度・運用については，速やかに見直しを図ること。

また，級別の職員構成については，職務給の原則にのっとり職務実態に応じた厳格な管理に努め，上

位級の比率が過大である場合には計画的に必要な是正措置を講じること。

６ 市町村合併を行う市町村において，合併関係市町村に不適正な給与制度・運用が存在する場合には，

合併を機にこれを是正するとともに，合併後においても，引き続き，住民に十分な支持と納得が得られ

るような給与制度・運用となるよう積極的な取組を行うこと。

７ 今回の閣議決定において，地方公務員給与については，人事委員会機能を発揮することなどによる地

方における民間給与水準への準拠を徹底するほか，技能労務職員の給与については「経済財政改革の基

本方針2007」（平成19年６月19日閣議決定）に沿った取組を着実に推進するよう要請することとされたと

ころである。

これを踏まえ，人事委員会においては，「人事委員会における公民比較の較差算定等に係る留意点につ

いて」（平成18年８月23日付け総行給第93号）に留意し，公民較差のより一層精確な算定，公民比較の勧

告への適切な反映，勧告内容等に対する説明責任の徹底などの取組を引き続き行われたいこと。
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また，各地方公共団体においては，「技能労務職員等の給与等の総合的な点検の実施について」（平成

19年７月６日付け総行給第61号・総財公第97号）を踏まえて策定し公表した取組方針に沿って給与等の

見直しに向けた取組を着実に実施すること。なお，いまだ取組方針を策定・公表していない地方公共団

体においては，速やかに策定し公表すること。

第２ 給与制度の改正等について

１ 国家公務員の給与構造改革を踏まえた給与構造の見直しをいまだ実施していない地方公共団体におい

ては，速やかに実施すること。

２ 地域手当については，給料水準の見直しを前提に，原則として国における地域手当の指定基準に基づ

いて支給地域及び支給割合を定めることとし，次の事項に留意すること。

⑴ 国における地域手当の指定基準に基づく支給割合を超えて地域手当を支給している地方公共団体及

び支給地域に該当していない地域において地域手当を支給している地方公共団体にあっては，直ちに

是正すること。

⑵ 人口５万人未満の市町村で，国における地域手当の指定基準により判断できない市町村にあっては，

支給対象としないこと。

⑶ 給料水準の引下げと併せても国の指定基準に基づく支給割合によれば著しく給与水準が上昇する場

合については，地域手当の支給割合について住民の理解と納得が得られるものとなることを基本とし

て適切に対応すること。

⑷ 都道府県にあっては，人事管理上一定の考慮が必要となる場合等であっても，地域手当の趣旨が没

却されるような措置は厳に行わないこと。

３ 国においては，国の本府省における職務の特殊性・困難性，人材確保の必要性といった特別の事情に

配慮して本府省業務調整手当を設けることとされたところであるが，地方公共団体においては，制度の

趣旨を踏まえ，導入しないこととしたこと。

４ 勤務実績の給与への反映

⑴ 昇給区分及び勤勉手当の成績率の適用に当たっては，給与構造の見直しの趣旨にのっとり適切に実

施すること。

⑵ 勤務成績を適切に評価するためには，公正かつ客観的な人事評価システムを活用すること。また，

これが未整備の地方公共団体にあっては，その構築に早急に取り組むこと。

⑶ 国においては来年７月までに施行が予定されている新たな人事評価制度の導入に伴い，評価結果を

昇給や勤勉手当等の給与決定に活用するため，勤務成績判定期間や懲戒処分を受けた場合の取扱い等

について所要の措置を講じるとともに，降給・降格の仕組みを新たに整備することとされているので，

地方公共団体においても，これらを参考としながら，少なくとも国と同様の勤務実績の反映に努める

こと。

第３ 勤務時間の改定等について

１ 地方公務員の勤務時間の改定については，国家公務員の勤務時間の改定を基本とすること。

その改定に当たっては，国家公務員と同様に，公務能率の一層の向上に努め，行政サービスを維持す

るとともに行政コストの増加を招かないことを基本とすること。
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２ いわゆる交替制等勤務職員の休息時間を除いて，いまだ休息時間を廃止していない地方公共団体は速

やかに廃止すること。

３ 近年，一部の地方公共団体において，病気休暇，特別休暇等について不適正な運用等を行っている例

が見受けられる。

職員の勤務時間や休暇等の勤務条件について，合理的な理由のないまま，国と異なる制度あるいは運

用を行っている地方公共団体は，速やかにその適正化を図ること。

４ 国家公務員においては，勤務時間の改定に伴い，育児短時間勤務の勤務の形態及び育児短時間勤務職

員の並立任用制度について改正が予定されており，地方公務員においてもこれとの均衡を考慮した改正

を予定しているため，今後の動向に留意すること。

第４ その他の事項

１ 定員については，「経済財政運営と構造改革に関する基本方針2006」（平成18年７月７日閣議決定）に

おいて，５年間で行政機関の国家公務員の定員純減（△5.7％）と同程度の定員純減を行うとされており，

各地方公共団体が公表した「集中改革プラン」における定員管理の数値目標の着実な達成に取り組むと

ともに，各分野ごとの数値目標の検証・分析を行いつつ，国が定める地方公務員の定員関係の基準等の

見直しや公共サービス改革の取組について適切に反映することなどを通じて，職員数の一層の純減を図

ること。

２ 給与及び定員の公表については，「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法

律」（平成18年法律第47号）において，「地方公共団体は，給与に関する情報の積極的な公表を行い，手

当の是正その他の給与の一層の適正化に努めるものとする」とされていること等を踏まえ，「「地方公共

団体における職員給与等の公表について」の全部改正について」（平成17年８月29日付け総行給第103号）

を受けて平成18年３月から運用開始している給与情報等公表システムについて，住民等が団体間の比較

分析を十分行えるよう公表様式に沿った情報開示を徹底すること。その際，住民により分かりやすく情

報を提供するという観点から，前年度給与情報等についても併せて掲載するとともに，適宜記載事項，

比較対象，表，グラフ等を追加するなどの工夫を積極的に行われたいこと。

３ 「地方行政及び地方公務員に対する信頼の回復について」（平成18年11月７日付け総行公第75号），「地

方行政及び地方公務員に対する信頼の回復と服務規律の確保について」（平成19年10月２日付け総行公

第81号）及び「公金の取扱いの適正化等について」（平成20年11月12日付け総行行第154号・総行公第86

号・総財務第242号）を踏まえつつ，厳正な服務規律の確保や公務員倫理の確立を図り，地方行政及び地

方公務員に対する住民の信頼の回復に努めること。
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別紙

公務員の給与改定に関する取扱いについて

(平成20年11月14日閣 議 決 定)
１ 一般職の職員の給与に関する法律の適用を受ける国家公務員の給与については，去る８月11日の人事

院勧告どおり，平成20年度の給与改定を見送り，平成21年度から，若手・中堅医師の人材確保のため初

任給調整手当の改定を行うとともに，本府省業務調整手当を新設するなど給与構造改革を引き続き推進

するものとする。

２ 一般職の職員の勤務時間，休暇等に関する法律の適用を受ける国家公務員の勤務時間については，去

る８月11日の人事院勧告どおり，平成21年度から，１日７時間45分，１週38時間45分に改定するものと

する。

３ 特別職の国家公務員の給与等については，おおむね１及び２の趣旨に沿って取り扱うものとする。

４ １，２及び３については，今年度における新たな追加財政負担は要しないものであるが，来年度の人

件費の増につながる内容も含まれており，我が国の財政事情がますます深刻化している下で総人件費改

革が求められていることを考慮すれば，能力・実績に基づく人事管理，厳正な服務規律の確保と公務員

倫理の確立を図るとともに，行財政改革を引き続き積極的に推進し，総人件費を削減する必要がある。

そのため，次に掲げる各般の措置を講ずるものとする。

また，勤務時間の改定を行うに当たっては，公務能率の一層の向上に努め，行政サービスを維持する

とともに行政コストの増加を招かないことを基本とする。

⑴ 予算の執行に当たっては，優先順位の厳しい選択を行い，経費の節減に努めるとともに，今後，な

お引き続き，経費の見直し・節減合理化を図ること等により，歳出の削減に努力する。

⑵ 地方支分部局等を始めとする行政事務・事業の整理，民間委託，情報通信技術の活用，人事管理の

適正化等行政の合理化，能率化を積極的に推進する等の措置を講ずる。また，定員については，５年

間で5.7％以上の純減目標を確実に達成する。その中で，メリハリのある定員配置を実現する。

⑶ 地域における給与水準の見直しについては，給与構造改革の柱として，平成18年度に俸給表の水準

を全体として4.8％引き下げるとともに，民間の賃金水準が高い地域には地域手当を支給する措置を

５年間かけて段階的に実施しているところである。さらに，「経済財政改革の基本方針2007」（平成19

年６月19日閣議決定。以下「基本方針2007」という。）において公務員給与について地域の民間給与を

より一層反映させるとされていること等を踏まえ，人事院に対し，来年の勧告時に地域別官民給与の

実態を公表し，その状況も踏まえつつ，俸給表水準について必要な見直しを検討するよう要請する。

⑷ 独立行政法人（総務省設置法（平成11年法律第91号）第４条第13号に規定する独立行政法人をいう。

以下同じ。）の役職員の給与改定に当たっては，国家公務員の給与水準を十分考慮して国民の理解が得

られる適正な給与水準とするよう要請するとともに，中期目標に従った人件費削減や国家公務員の給

与構造改革を踏まえた給与の見直しの取組状況を的確に把握する。独立行政法人及び主務大臣は，総

務大臣が定める様式により，役職員の給与等の水準を毎年度公表する。

あわせて，「独立行政法人整理合理化計画」（平成19年12月24日閣議決定）に基づく給与水準の適正

化等に着実に取り組む。

また，特殊法人等の役職員の給与改定に当たっても，国家公務員の給与水準を十分考慮して国民の
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理解が得られる適正な給与水準となるよう対処するとともに，主務大臣の要請を踏まえた人件費削減

や国家公務員の給与構造改革を踏まえた給与の見直しの取組につき，必要な指導を行うなど適切に対

応する。特殊法人等の役職員の給与等についても，法令等に基づき公表する。

⑸ 地方公共団体の定員の純減及び人件費の抑制に支障を来すような施策を厳に抑制する。

⑹ 地方公共団体の定員については，新地方行革指針（平成17年３月29日）に基づく集中改革プランに

おける定員管理の数値目標の着実な達成に取り組むことを含め，「経済財政運営と構造改革に関する

基本方針2006」（平成18年７月７日閣議決定）に沿い，５年間で国の定員純減（▲5.7％）と同程度の

職員数の純減を行うよう，引き続き要請する。

⑺ 地方公共団体における地方公務員の給与改定に当たっては，現下の極めて厳しい財政状況及び各地

方公共団体の給与事情等を十分検討の上，国と同様，行政の合理化，能率化を図るとともに，既に国

家公務員又は民間の給与水準を上回っている地方公共団体にあっては，その適正化を強力に推進する

ため必要な措置を講ずるよう要請する。

また，給与構造改革の取組に加え，人事委員会機能を発揮することなどによる地方における民間給

与水準への準拠を徹底するほか，技能労務職員の給与については「基本方針2007」に沿った取組を着

実に推進するよう要請する。

⑻ 地方公務員の勤務時間の改定に当たっては，国家公務員と同様，公務能率の一層の向上に努め，行

政サービスを維持するとともに行政コストの増加を招かないことを基本とするよう要請する。

⑼ 地方公務員についても，能力・実績に基づく人事管理を推進するとともに，厳正な服務規律の確保

と公務員倫理の確立を図るよう要請する。

５ 不祥事を起こした国家公務員に対する退職手当の取扱いについて，総務省における検討を踏まえ，国

家公務員退職手当法の改正法案を速やかに国会に提出する。
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３ 平成19年度における給与改定等の状況（平成20年４月１日現在）

イ 一般行政職の給与改定
改定した 改定しない 総団体数

都道府県 46 1 47
指定都市 9 8 17
市 区 755 34 789
町 村 988 17 1,005
合 計 1,798 60 1,858

ロ 扶養手当の改定
改定した 改定しない 総団体数

都道府県 44 3 47
指定都市 10 7 17
市 区 734 55 789
町 村 987 18 1,005
合 計 1,775 83 1,858

ハ 俸給の特別調整額の定額化

定額化を
実施した

実施しない 総団体数定額化後の額が
国と同じ

定額化後の額が
国と異なる

都道府県 47 6 41 0 47
指定都市 14 1 13 3 17
市 区 514 52 462 275 789
町 村 505 97 408 500 1,005
合 計 1,080 156 924 778 1,858

ニ－１ 期末・勤勉手当の改定
改定した 改定しない 総団体数

都道府県 41 6 47
指定都市 15 2 17
市 区 739 50 789
町 村 920 85 1,005
合 計 1,715 143 1,858

ニ－２ 期末・勤勉手当の支給月数
平成19年度 平成20年度

総 団
体数

支給月数 ３月期
支給が
ある団体

支給月数 ３月期
支給が
ある団体4.45月超 4.45月 4.45月未満 4.50月超 4.50月 4.50月未満

都道府県 0 43 4 2 0 29 18 2 47
指定都市 0 16 0 3 0 15 2 2 17
市 区 0 753 35 51 0 687 102 47 789
町 村 0 951 71 5 0 813 192 4 1,005
合 計 0 1,763 110 61 0 1,544 314 55 1,858

ホ 地域手当の改定
国と同様 国と異なる 総団体数

都道府県 25 22 47
指定都市 15 2 17
市 区 682 107 789
町 村 977 28 1,005
合 計 1,699 159 1,858
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４ 給与適正化等の状況（平成19年度）

⑴ 平成19年度給与の適正化等の状況

昇給延伸 初任給基準
の 是 正

運用昇短
の 是 正

わたりの
是正

給料表の
是正

高齢層職員の
昇 給 停 止

都 道 府 県 0 2 0 0 0 0

指 定 都 市 0 3 0 1 0 0

市 区 3 29 5 12 21 0

町 村 0 7 2 3 7 0

合 計 3 41 7 16 28 0

最高・枠
外 昇 給
期 間

退職手当
の 是 正 総団体数手当の是正 特 殊 勤 務

手当の是正

都 道 府 県 0 28 24 7 47

指 定 都 市 2 8 4 0 17

市 区 14 236 156 141 789

町 村 5 162 90 124 1,005

合 計 21 434 274 272 1,858

〈参考〉
平成18年度給与の適正化等の状況

昇給延伸 初任給基準
の 是 正

運用昇短
の 是 正

わたりの
是正

給料表の
是正

高齢層職員の
昇 給 停 止

都 道 府 県 0 1 0 0 2 0

指 定 都 市 0 8 0 3 2 0

市 区 5 101 8 26 74 1

町 村 1 55 7 9 37 0

合 計 6 165 15 38 115 1

最高・枠
外 昇 給
期 間

退職手当
の是正 総団体数諸手当の是正 特 殊 勤 務

手当の是正

都 道 府 県 3 32 25 1 47

指 定 都 市 8 10 8 0 17

市 区 143 260 205 113 788

町 村 83 202 155 163 1,022

合 計 237 504 393 277 1,874
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⑵ 昭和50年度から平成19年度までの給与適正化等の状況

給与改定
見 送 り

切り替え上
の 措 置

昇 給
延 伸

初 任 給
の 是 正

運用昇短
の 是 正

わ た り
の 是 正 給料表の是正 高齢層職員の

昇 給 停 止

都 道 府 県 0 38 39 64 127 50 33 64

指 定 都 市 0 0 6 39 14 9 19 20

市 区 22 193 667 1,383 372 406 469 541

町 村 15 246 866 1,487 653 773 575 1,515

合 計 37 477 1,578 2,973 1,166 1,238 1,096 2,140

（注）１．この表内の団体数は，昭和50～平成19年度の間において給与適正化等の措置を講じた団体の合計数（延数）で
ある。
２．給与改定見送り団体数には，昭和57年度の国の給与改定見送り措置に準じ，給与改定を見送った団体は含まれ
ていない。
３．給料表の是正は昭和60年度分から，高齢層職員の昇給停止等は平成２年度分から計上している。

⑶ 平成19年度の都道府県・指定都市における給与適正化の具体例

初任給基準の是正 （都道府県：２，指定都市：３）

兵 庫 県 … 初任給基準の引下げ（大卒 ２級31号→２級29号，短卒 ２級21号→２級19号，高卒

２級11号→２級９号）

広 島 県 … 初任給昇給短縮の廃止（大卒，短卒，高卒 12月短縮→短縮なし）

名古屋市 … 初任給昇給短縮の廃止（大卒 ３月短縮→短縮なし，短卒，高卒 ６月短縮→短縮なし）

広 島 市 … 初任給昇給短縮の廃止（大卒，短卒，高卒 ６月短縮→短縮なし）

福 岡 市 … 初任給昇給短縮の廃止（大卒 ３月短縮→短縮なし，短卒 ６月短縮→短縮なし，高卒

３月短縮→短縮なし）

わたりの是正 （都道府県：０，指定都市：１）

福 岡 市 … ４級（総括主任）の職員のうち，一定の要件を満たす者を５級（係長級）に昇格させる

制度の廃止

最高・枠外号給からの昇給期間の是正 （都道府県：０，指定都市：２）

広 島 市 … 最高号給・枠外号給において18ヶ月・24ヶ月昇給していたものから，枠外昇給制度を廃

止

福 岡 市 … 最高号給・枠外号給において18ヶ月・24ヶ月昇給していたものから，枠外昇給制度を廃

止

特殊勤務手当の見直し

特殊勤務手当関係

（都道府県：24，指定都市：４）

宮 城 県 支給対象・支給方法の見直し等

動植物等取扱手当，有害物等取扱手当，特殊現場等作業手当
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平成20年４月１日適用 44手当

福 島 県 廃止・統合

特殊環境内作業手当，種雄牛馬豚取扱手当（家畜等衛生検査作業手当と統合）

支給対象・支給方法の見直し

危険現場作業手当，夜間等特殊業務手当，水上等作業手当 等10手当

支給額の見直し

死体処理手当，県税賦課徴収手当，感染症防疫等作業手当

平成20年４月１日適用 32手当→30手当

栃 木 県 廃止

放射線取扱手当，舎監手当 等７手当

支給方法・支給額の見直し等

警察職員の特殊勤務手当，県税事務従事職員の特殊勤務手当，社会福祉業務に従事

する職員の特殊勤務手当 等５手当

支給対象の見直し

特殊現場作業に従事する職員の特殊勤務手当

平成20年４月１日適用 33手当→27手当

群 馬 県 廃止・統合

山岳警備作業手当（遭難救助手当と統合）

平成20年４月１日適用 55手当→54手当

埼 玉 県 支給対象の見直し

動物取扱手当，土木作業手当，実習等指導手当

平成20年４月１日適用 25手当

東 京 都 新設

指導医業務手当，異常分娩業務手当

平成20年４月１日適用 52手当→54手当

新 潟 県 支給方法の見直し

犯罪捜査手当，交通捜査手当，警ら手当 等６手当

平成20年４月１日適用 48手当

石 川 県 廃止

病院薬剤業務手当，病院窓口等業務手当，死体処理作業手当

支給対象・支給額の見直し等

特殊現場作業手当，感染症防疫等作業手当，有毒薬物等取扱作業手当

支給方法の見直し

家畜保健衛生業務手当，捜査等作業手当，犯罪鑑識業務手当 等６手当

平成20年４月１日適用 44手当→41手当

福 井 県 廃止・統合

除雪作業手当，入渠作業手当，ダム管理業務手当（統合）

支給対象・支給方法・支給額の見直し等
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教育施設教務等手当，研修機関教務手当，県税事務手当 等22手当

平成20年４月１日適用 40手当→37手当

岐 阜 県 支給対象の見直し

警察職員手当

平成20年４月１日適用 27手当

静 岡 県 廃止・統合

臨床等業務手当，防疫等作業手当， 等４手当

支給対象の見直し

動物管理等作業手当，廃棄物処理施設等立入検査業務手当，坑内作業手当

支給方法の見直し

臨床等業務手当，有害薬品等取扱手当

支給額の見直し

応急防災等作業手当，用地交渉等手当，防疫等作業手当 等４手当

平成20年４月１日適用 33手当→29手当

愛 知 県 廃止

運転免許技能試験等手当，自動車検査等作業手当， 等４手当

支給方法の見直し

刑事作業手当

平成20年４月１日適用 24手当→20手当

三 重 県 支給対象の見直し

訓練指導手当

平成20年４月１日適用 34手当

京 都 府 廃止

大学院研究科の教授等に従事する職員の特殊勤務手当

平成20年４月１日適用 60手当→59手当

鳥 取 県 廃止

航海手当

新設

海上危険業務手当

支給対象・支給額の見直し

夜間定時制業務兼務手当

平成20年４月１日適用 38手当

島 根 県 廃止

夜間特殊業務手当，通信作業手当，教務手当

支給対象・支給方法の見直し等

有害物取扱手当，衛生検査業務従事手当，福祉業務従事手当 等20手当

平成20年４月１日適用 64手当→61手当

岡 山 県 支給対象・支給方法の見直し
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警察職員の特殊勤務手当

平成20年４月１日適用 30手当

広 島 県 支給方法の見直し

警察職員の特殊勤務手当

平成20年４月１日適用 41手当

佐 賀 県 廃止

植物防疫業務手当

支給対象・支給方法・支給額の見直し等

警務作業手当，家畜保健衛生業務手当，結核患者家庭訪問手当 等４手当

平成20年４月１日適用 34手当→33手当

長 崎 県 廃止

速記手当，特殊自動車等運転作業手当，家畜保健衛生業務手当（調整額へ移行）等

６手当

支給方法・支給額の見直し等

税務手当，公共用地取得業務手当，社会福祉業務手当 等13手当

支給対象の見直し

特殊現場作業手当，病害虫防除指導手当

平成20年４月１日適用 63手当→57手当

熊 本 県 廃止

ダム管理手当，鶏糞乾燥作業従事手当，サイレージ取扱作業手当 等７手当

支給方法・支給額の見直し等

訓練教育手当，道路管理業務手当，夜間定時制勤務手当

支給対象の見直し

温室内作業手当，特殊自動車等運転業務手当

平成20年４月１日適用 66手当→58手当

宮 崎 県 支給方法の見直し

航空機操縦作業手当，航空機整備作業手当

平成20年４月１日適用 39手当

鹿児島県 廃止

自動車運転免許試験等作業手当，術科指導作業手当

平成20年４月１日適用 52手当→50手当

沖 縄 県 廃止

術科指導手当，短波無線電話取扱作業手当，通訳作業手当 等５手当

支給対象の見直し

私服捜査等手当

支給額の見直し

自動車等警ら作業手当，死体処理作業手当，看守手当 等７手当

平成20年４月１日適用 49手当→44手当
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札 幌 市 廃止

特殊施設等勤務手当，変則勤務手当

支給対象の見直し

夜間特殊業務手当，清掃等作業手当

平成20年４月１日適用 21手当→19手当

川 崎 市 廃止

精神病患者等入院業務手当，深夜業務手当，不法建築物等撤去指導処理手当 等９

手当

新設

消防業務手当，災害応急作業等派遣手当

支給対象・支給方法・支給額の見直し等

税務手当，福祉業務等手当，夜間特殊業務手当 等６手当

平成20年４月１日適用 20手当→13手当

新 潟 市 支給額の見直し

療育指導等業務手当

平成20年４月１日適用 18手当

神 戸 市 廃止

主任看護師等業務手当

支給対象の見直し

環境業務手当

平成20年４月１日適用 36手当→35手当
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５ 国家公務員給与等実態調査関係資料（平成20年）

職員数，平均年齢，平均経験年数及び平均給与月額

適用俸給表別に職員数，平均年齢，平均経験年数及び平均給与月額を示すと次のとおりである。

俸 給 表 職 員 数 平均年齢 平均経験年数 平均給与月額
俸 給

人 歳 年 円 円
全 俸 給 表 282,546 41.6 20.4 403,984 341,027
行 政 職 俸 給 表 ㈠ 162,960 41.1 19.8 387,506 325,113
行 政 職 俸 給 表 ㈡ 4,784 48.9 28.5 320,623 284,679
専 門 行 政 職 俸 給 表 8,105 41.6 19.4 427,212 351,543
税 務 職 俸 給 表 52,821 42.5 21.9 448,758 382,214
公 安 職 俸 給 表 ㈠ 20,817 41.7 20.5 377,402 327,391
公 安 職 俸 給 表 ㈡ 22,332 41.8 20.4 415,475 356,743
海 事 職 俸 給 表 ㈠ 214 45.7 24.8 479,189 395,748
海 事 職 俸 給 表 ㈡ 373 42.7 24.4 368,885 317,478
教 育 職 俸 給 表 ㈠ 119 45.6 21.9 478,140 430,857
教 育 職 俸 給 表 ㈡ 116 47.2 22.8 453,636 402,628
研 究 職 俸 給 表 1,680 44.8 20.8 551,543 408,077
医 療 職 俸 給 表 ㈠ 1,311 46.6 20.7 709,828 472,170
医 療 職 俸 給 表 ㈡ 996 41.9 18.4 359,790 309,387
医 療 職 俸 給 表 ㈢ 4,438 37.8 15.1 321,089 284,331
福 祉 職 俸 給 表 270 40.2 16.6 369,887 326,116
専門スタッフ職俸給表 13 51.0 28.0 612,162 510,169
指 定 職 俸 給 表 849 55.4 31.6 1,021,700 886,028
特定任期付職員俸給表 208 40.8 615,066 531,332
第一号任期付研究員俸給表 82 40.3 544,449 486,524
第二号任期付研究員俸給表 58 34.8 398,167 350,707
(注)１ 全俸給表の平均経験年数には，特定任期付職員及び任期付研究員は含まれていない。
２ 俸給には，俸給の調整額及び切替に伴う差額を含む。
３ 地域手当等には，異動保障による地域手当，広域異動手当及び研究員調整手当を含む。
４ その他は，寒冷地手当，特地勤務手当等である。
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扶養手当 俸給の
特別調整額 地域手当等 住居手当 そ の 他

円 円 円 円 円
12,607 12,172 31,066 3,555 3,557
12,244 13,285 30,223 3,769 2,872
11,792 19,182 2,908 2,062
12,089 13,973 39,477 5,263 4,867
13,315 12,801 35,454 2,969 2,005
14,964 6,895 23,240 1,959 2,953
14,150 9,503 25,896 3,716 5,467
17,042 14,503 42,754 2,915 6,227
13,113 30,677 2,832 4,785
13,819 3,145 25,118 3,655 1,546
11,707 2,763 29,878 3,466 3,194
13,180 60,171 59,862 4,823 5,430
15,609 14,960 70,373 6,006 130,710
9,957 1,226 30,847 5,667 2,706
3,408 530 25,005 6,170 1,645
8,548 3,227 24,975 5,441 1,580
15,269 84,070 2,654

131,327 4,345
82,823 911
57,644 281
47,460
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第
１
表
適
用
俸
給
表
別
，
性
別
，
年
齢
階
層
別
人
員

性
別

計
俸
給
表

年
齢
階
層

計
行
政
職

俸
給
表
㈠

行
政
職

俸給
表㈡

専門
行政

職俸
給表

税
務
職

俸
給
表

公
安
職

俸給
表㈠

公
安
職

俸給
表㈡

海
事
職

俸給
表㈠

海
事
職

俸給
表㈡

教
育
職

俸給
表㈠

教
育
職

俸給
表㈡

研
究
職

俸
給
表

医
療
職

俸給
表㈠

医
療
職

俸給
表㈡

医
療
職

俸給
表㈢

福
祉
職

俸
給
表

専
門
ス

タ
ッ
フ

職俸
給表

指
定
職

俸
給
表

特定
任期

付
職
員

俸
給
表

第一
号任

期
付
研
究
員

俸
給

表

第二
号任

期
付
研
究
員

俸
給

表

計
人

28
2,
54
6

人
16
2,
96
0

人
4,
78
4

人
8,
10
5

人
52
,8
21

人
20
,8
17

人
22
,3
32

人 21
4

人 37
3

人 11
9

人 11
6

人
1,
68
0

人
1,
31
1

人 99
6

人
4,
43
8

人 27
0

人 13
人 84
9

人 20
8

人 82
人 58

20
歳
未
満

51
3

37
4

2
10
5

29
3

20
歳
以
上
24
歳
未
満

6,
97
2
3,
39
3

18
20
0
1,
68
8

75
2

62
9

3
22

3
17

24
6

1
24
〃
28
〃

19
,3
29
10
,9
05

19
66
8
3,
23
8
1,
68
1
1,
83
3

10
19

21
1

82
83
0

20
2

28
〃
32
〃

26
,0
33
16
,3
32

10
6

97
2
3,
45
3
2,
26
8
1,
93
4

8
41

6
5

85
31

10
0

60
0

51
26

2
13

32
〃
36
〃

37
,2
03
23
,8
42

23
4

97
2
5,
60
2
2,
54
3
2,
80
1

13
40

15
6

16
7

14
4

11
2

58
5

44
46

11
26

36
〃
40
〃

37
,8
57
22
,6
17

44
2
1,
05
2
7,
79
4
1,
94
1
2,
80
5

22
36

21
19

24
9

17
9

12
9

45
0

25
35

28
13

40
〃
44
〃

35
,2
61
20
,5
55

54
3

97
6
7,
21
6
2,
15
5
2,
66
0

35
36

11
15

23
9

19
9

12
8

39
6

28
2

34
27

6
44
〃
48
〃

35
,5
43
21
,3
32

65
5

75
2
6,
77
5
2,
41
0
2,
51
9

24
30

15
16

29
0

20
3

12
3

32
6

39
23

11
48
〃
52
〃

31
,3
27
18
,4
89

76
9

63
9
5,
53
2
2,
34
4
2,
41
3

31
36

15
13

24
6

17
9

11
5

37
7

25
5

78
19

2
52
〃
56
〃

29
,1
39
14
,5
52

77
4

92
5
6,
58
3
2,
33
9
2,
59
1

34
48

19
16

21
6

14
7

95
31
7

14
4

45
7

8
56
〃
60
〃

22
,9
30
10
,4
53
1,
07
5

93
9
4,
94
0
2,
27
9
2,
11
8

34
62

14
26

15
7

12
6

95
31
1

23
2

26
7

8
1

60
歳
以
上

43
9

11
6

14
7

10
3

7
10
2

47
7

性
別

男
俸
給
表

年
齢
階
層

計
行
政
職

俸
給
表
㈠

行
政
職

俸給
表㈡

専門
行政

職俸
給表

税
務
職

俸
給
表

公
安
職

俸給
表㈠

公
安
職

俸給
表㈡

海
事
職

俸給
表㈠

海
事
職

俸給
表㈡

教
育
職

俸給
表㈠

教
育
職

俸給
表㈡

研
究
職

俸
給
表

医
療
職

俸給
表㈠

医
療
職

俸給
表㈡

医
療
職

俸給
表㈢

福
祉
職

俸
給
表

専
門
ス

タッ
フ職

俸
給
表

指
定
職

俸
給
表

特定
任期

付
職
員

俸
給
表

第一
号任

期
付
研
究
員

俸
給

表

第二
号任

期
付
研
究
員

俸
給

表

計
人

23
7,
51
8

人
13
6,
73
4

人
3,
44
9

人
6,
98
5

人
45
,0
95

人
19
,4
36

人
20
,2
02

人 21
1

人 36
9

人 89
人 94

人
1,
39
7

人
1,
10
5

人 66
2

人 42
5

人 15
3

人 12
人 83
6

人 16
2

人 60
人 42

20
歳

満
32
6

23
0

1
65

27
3

20
歳
以
上
24
歳
未
満

4,
66
7
2,
30
9

11
15
2
1,
01
0

57
7

55
6

2
19

3
4

24
24
〃
28
〃

13
,4
05

7,
73
7

16
43
4
2,
19
2
1,
40
7
1,
47
7

9
18

16
1

32
56

9
1

28
〃
32
〃

19
,8
42
12
,5
38

99
69
9
2,
54
8
2,
05
7
1,
61
1

7
41

5
4

61
21

54
43

25
20

2
7

32
〃
36
〃

29
,0
74
18
,6
50

19
9

75
8
4,
20
4
2,
30
9
2,
40
0

13
40

11
5

13
0

11
7

61
87

27
34

7
22

36
〃
40
〃

30
,8
15
18
,4
05

37
1

88
6
6,
20
4
1,
79
1
2,
50
1

22
36

14
14

20
7

14
6

86
54

17
28

23
10

40
〃
44
〃

30
,5
20
17
,6
65

43
6

89
0
6,
36
0
2,
07
0
2,
45
5

35
36

9
11

19
9

16
0

93
39

16
2

24
17

3
44
〃
48
〃

32
,0
98
19
,2
84

51
8

71
1
6,
25
3
2,
33
0
2,
34
3

24
30

10
13

24
0

17
3

89
33

21
17

9
48
〃
52
〃

28
,6
60
16
,9
94

55
8

61
4
5,
22
0
2,
28
3
2,
29
6

31
36

12
9

21
0

15
0

84
45

19
5

76
17

1
52
〃
56
〃

26
,8
77
13
,3
58

50
4

90
8
6,
31
5
2,
29
4
2,
48
8

34
48

17
14

18
9

13
1

84
27

7
3

45
0

6
56
〃
60
〃

20
,8
85

9,
46
0

65
3

92
3
4,
78
9
2,
25
3
2,
04
8

34
62

10
24

13
5

11
4

75
17

12
2

26
5

8
1

60
歳
以
上

34
9

10
4

83
10

1
7

92
45

7
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性
別

女
（
第
１
表
続
き
）

俸
給
表

年
齢
階
層

計
行
政
職

俸
給
表
㈠

行
政
職

俸給
表㈡

専門
行政

職俸
給表

税
務
職

俸
給
表

公
安
職

俸給
表㈠

公
安
職

俸給
表㈡

海
事
職

俸給
表㈠

海
事
職

俸給
表㈡

教
育
職

俸給
表㈠

教
育
職

俸給
表㈡

研
究
職

俸
給
表

医
療
職

俸給
表㈠

医
療
職

俸給
表㈡

医
療
職

俸給
表㈢

福
祉
職

俸
給
表

専
門
ス

タ
ッ
フ

職俸
給表

指
定
職

俸
給
表

特定
任期

付
職
員

俸
給
表

第一
号任

期
付
研
究
員

俸
給

表

第二
号任

期
付
研
究
員

俸
給

表

計
人

45
,0
28

人
26
,2
26

人
1,
33
5

人
1,
12
0

人
7,
72
6

人
1,
38
1

人
2,
13
0

人 3
人 4

人 30
人 22

人 28
3

人 20
6

人 33
4

人
4,
01
3

人 11
7

人 1
人 13

人 46
人 22

人 16
20
歳
未
満

18
7

14
4

1
40

2
20
歳
以
上
24
歳
未
満

2,
30
5
1,
08
4

7
48

67
8

17
5

73
1

3
13

22
2

1
24
〃
28
〃

5,
92
4
3,
16
8

3
23
4
1,
04
6

27
4

35
6

1
1

5
50

77
4

11
1

28
〃
32
〃

6,
19
1
3,
79
4

7
27
3

90
5

21
1

32
3

1
1

1
24

10
46

55
7

26
6

6
32
〃
36
〃

8,
12
9
5,
19
2

35
21
4
1,
39
8

23
4

40
1

4
1

37
27

51
49
8

17
12

4
4

36
〃
40
〃

7,
04
2
4,
21
2

71
16
6
1,
59
0

15
0

30
4

7
5

42
33

43
39
6

8
7

5
3

40
〃
44
〃

4,
74
1
2,
89
0

10
7

86
85
6

85
20
5

2
4

40
39

35
35
7

12
10

10
3

44
〃
48
〃

3,
44
5
2,
04
8

13
7

41
52
2

80
17
6

5
3

50
30

34
29
3

18
6

2
48
〃
52
〃

2,
66
7
1,
49
5

21
1

25
31
2

61
11
7

3
4

36
29

31
33
2

6
2

2
1

52
〃
56
〃

2,
26
2
1,
19
4

27
0

17
26
8

45
10
3

2
2

27
16

11
29
0

7
1

7
2

56
〃
60
〃

2,
04
5

99
3

42
2

16
15
1

26
70

4
2

22
12

20
29
4

11
2

60
歳
以
上

90
12

64
2

10
2
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第２表 適用俸給表別，性別，最終学歴別人員
学歴

性別
俸給表

計 大 学 卒 短 大 卒 高 校 卒 中 学 卒

計
計 282,546人 130,627人 39,126人 111,423人 1,370人
男 237,518 112,258 29,368 94,753 1,139
女 45,028 18,369 9,758 16,670 231

行 政 職 俸 給 表 ㈠
計 162,960 79,950 20,671 62,226 113
男 136,734 67,824 16,045 52,764 101
女 26,226 12,126 4,626 9,462 12

行 政 職 俸 給 表 ㈡
計 4,784 247 348 3,436 753
男 3,449 214 181 2,512 542
女 1,335 33 167 924 211

専 門 行 政 職 俸 給 表
計 8,105 4,206 2,933 958 8
男 6,985 3,496 2,572 910 7
女 1,120 710 361 48 1

税 務 職 俸 給 表
計 52,821 21,129 2,230 29,458 4
男 45,095 18,826 1,534 24,732 3
女 7,726 2,303 696 4,726 1

公 安 職 俸 給 表 ㈠
計 20,817 10,060 1,345 9,279 133
男 19,436 9,428 1,143 8,734 131
女 1,381 632 202 545 2

公 安 職 俸 給 表 ㈡
計 22,332 9,185 7,514 5,370 263
男 20,202 8,186 7,051 4,705 260
女 2,130 999 463 665 3

海 事 職 俸 給 表 ㈠
計 214 70 38 84 22
男 211 69 37 83 22
女 3 1 1 1

海 事 職 俸 給 表 ㈡
計 373 5 74 225 69
男 369 4 71 225 69
女 4 1 3

教 育 職 俸 給 表 ㈠
計 119 109 10
男 89 84 5
女 30 25 5

教 育 職 俸 給 表 ㈡
計 116 87 25 4
男 94 75 16 3
女 22 12 9 1

研 究 職 俸 給 表
計 1,680 1,625 15 38 2
男 1,397 1,352 11 32 2
女 283 273 4 6

医 療 職 俸 給 表 ㈠
計 1,311 1,311
男 1,105 1,105
女 206 206

医 療 職 俸 給 表 ㈡
計 996 432 546 16 2
男 662 269 376 15 2
女 334 163 170 1

医 療 職 俸 給 表 ㈢
計 4,438 806 3,330 302
男 425 89 312 24
女 4,013 717 3,018 278

福 祉 職 俸 給 表
計 270 212 41 16 1
男 153 141 9 3
女 117 71 32 13 1

専 門 ス タ ッ フ 職 俸 給 表
計 13 13
男 12 12
女 1 1

指 定 職 俸 給 表
計 849 841 1 7
男 836 828 1 7
女 13 13

特 定 任 期 付 職 員 俸 給 表
計 208 199 5 4
男 162 154 4 4
女 46 45 1

第 一 号 任 期 付 研 究 員 俸 給 表
計 82 82
男 60 60
女 22 22

第 二 号 任 期 付 研 究 員 俸 給 表
計 58 58
男 42 42
女 16 16

(注）大学卒には修士課程及び博士課程修了者を，短大卒には高等専門学校卒業者を含む。(以下，第４表までについて同じ。)
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第
３
表
適
用
俸
給
表
別
，
級
別
（
最
終
学
歴
別
）
人
員

級
俸
給
表

計
１
級

２
級

３
級

４
級

５
級

６
級

７
級

８
級

９
級

10
級

11
級

人
人

人
人

人
人

人
人

人
人

人
人

行
政
職
俸
給
表
㈠

16
2,
96
0

12
,4
18

23
,5
42

52
,6
59

33
,1
09

18
,6
33

15
,8
08

3,
30
8

1,
95
7

1,
35
9

16
7

学 歴

大
学
卒

79
,9
50

6,
49
2

15
,6
81

22
,0
86

13
,3
77

7,
92
1

8,
74
5

2,
45
4

1,
70
1

1,
32
6

16
7

短
大
卒

20
,6
71

1,
93
6

2,
95
3

8,
61
8

4,
04
2

1,
72
3

1,
19
1

15
0

55
3

高
校
卒

62
,2
26

3,
98
8

4,
90
1

21
,9
28

15
,6
51

8,
96
8

5,
85
6

70
3

20
1

30
中
学
卒

11
3

2
7

27
39

21
16

1
行
政
職
俸
給
表
㈡

4,
78
4

14
9

1,
72
6

2,
40
2

47
5

32
専
門
行
政
職
俸
給
表

8,
10
5

1,
61
0

1,
35
9

2,
65
3

1,
98
1

27
6

18
7

38
1

税
務
職
俸
給
表

52
,8
21

4,
74
1

3,
77
1

7,
93
7

9,
52
2

13
,4
67

11
,0
79

1,
68
9

50
2

11
3

公
安
職
俸
給
表
㈠

20
,8
17

5,
29
6

6,
40
8

3,
61
9

2,
39
7

96
9

78
4

55
4

30
8

38
5

96
1

公
安
職
俸
給
表
㈡

22
,3
32

2,
61
6

3,
76
3

7,
85
9

4,
45
7

1,
43
6

1,
35
7

55
7

24
3

44
海
事
職
俸
給
表
㈠

21
4

6
24

76
58

31
17

2
海
事
職
俸
給
表
㈡

37
3

21
11
5

80
90

63
4

教
育
職
俸
給
表
㈠

11
9

17
32

27
42

1
教
育
職
俸
給
表
㈡

11
6

11
6

研
究
職
俸
給
表

1,
68
0

17
34
0

41
8

37
6

52
8

1
医
療
職
俸
給
表
㈠

1,
31
1

28
7

58
7

31
1

12
6

医
療
職
俸
給
表
㈡

99
6

59
43
6

24
4

18
3

45
21

4
4

医
療
職
俸
給
表
㈢

4,
43
8

31
7

3,
40
6

50
8

17
1

28
4

4
福
祉
職
俸
給
表

27
0

65
10
2

22
61

19
1

専
門
ス
タ
ッ
フ
職
俸
給
表

13
5

8
指
定
職
俸
給
表

84
9

特
定
任
期
付
職
員
俸
給
表

20
8

第一
号任

期付
研究

員俸
給表

82
第二

号任
期付

研究
員俸

給表
58

（
注
）
各
俸
給
表
に
定
め
の
な
い
職
務
の
級
を
，
網
掛
け
と
し
た
。（
以
下
，
第
６
表
ま
で
に
つ
い
て
同
じ
。）
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第
４
表
適
用
俸
給
表
別
，
級
別
（
最
終
学
歴
別
）
平
均
年
齢

級
俸
給
表

計
１
級

２
級

３
級

４
級

５
級

６
級

７
級

８
級

９
級

10
級

11
級

歳
歳

歳
歳

歳
歳

歳
歳

歳
歳

歳
歳

行
政
職
俸
給
表
㈠

41
.1

25
.3

30
.9

38
.2

46
.2

51
.2

51
.3

51
.3

50
.8

51
.0

51
.9

学 歴

大
学
卒

39
.6

26
.5

30
.3

37
.1

44
.9

49
.3

48
.9

49
.7

49
.9

50
.8

51
.9

短
大
卒

40
.3

24
.9

31
.7

38
.9

46
.9

52
.0

54
.1

56
.3

57
.2

59
.2

高
校
卒

43
.2

23
.5

31
.9

39
.1

47
.2

52
.7

54
.4

55
.8

56
.6

57
.4

中
学
卒

52
.0

28
.0

44
.2

49
.1

53
.2

55
.9

54
.4

58
.5

行
政
職
俸
給
表
㈡

48
.9

34
.5

47
.7

49
.1

56
.2

57
.6

専
門
行
政
職
俸
給
表

41
.6

28
.4

34
.5

44
.1

51
.0

51
.3

53
.2

55
.5

57
.5

税
務
職
俸
給
表

42
.5

25
.0

29
.9

35
.3

40
.6

47
.8

52
.0

55
.0

57
.1

57
.1

公
安
職
俸
給
表
㈠

41
.7

28
.8

41
.8

49
.5

46
.9

47
.2

50
.2

50
.7

54
.1

55
.7

55
.1

59
.5

公
安
職
俸
給
表
㈡

41
.8

25
.7

33
.3

41
.8

49
.1

52
.0

53
.5

54
.1

55
.4

57
.2

海
事
職
俸
給
表
㈠

45
.7

23
.8

31
.6

42
.2

50
.6

53
.0

58
.1

59
.0

海
事
職
俸
給
表
㈡

42
.7

21
.5

31
.7

42
.7

51
.0

56
.9

58
.8

教
育
職
俸
給
表
㈠

45
.6

35
.4

39
.3

46
.7

53
.6

58
.5

教
育
職
俸
給
表
㈡

47
.2

47
.2

研
究
職
俸
給
表

44
.8

27
.2

35
.2

41
.9

46
.7

52
.4

50
.5

医
療
職
俸
給
表
㈠

46
.6

36
.3

45
.4

53
.5

58
.0

医
療
職
俸
給
表
㈡

41
.9

28
.8

35
.9

45
.2

50
.6

54
.1

56
.1

57
.0

59
.3

医
療
職
俸
給
表
㈢

37
.8

50
.7

35
.0

42
.7

49
.8

52
.7

58
.5

57
.0

福
祉
職
俸
給
表

40
.2

33
.6

36
.0

43
.1

49
.0

52
.6

59
.5

専
門
ス
タ
ッ
フ
職
俸
給
表

51
.0

51
.7

50
.5

指
定
職
俸
給
表

55
.4

特
定
任
期
付
職
員
俸
給
表

40
.8

第一
号任

期付
研究

員俸
給表

40
.3

第二
号任

期付
研究

員俸
給表

34
.8
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第
５
表
適
用
俸
給
表
別
，
級
別
平
均
経
験
年
数

級
俸
給
表

計
１
級

２
級

３
級

４
級

５
級

６
級

７
級

８
級

９
級

10
級

11
級

年
年

年
年

年
年

年
年

年
年

年
年

行
政
職
俸
給
表
㈠

19
.8

3.
5

8.
5

17
.1

25
.4

30
.5

30
.2

29
.3

28
.0

27
.6

28
.1

行
政
職
俸
給
表
㈡

28
.5

15
.1

26
.6

29
.0

36
.8

39
.0

専
門
行
政
職
俸
給
表

19
.4

5.
8

12
.3

22
.2

29
.0

28
.4

30
.0

32
.2

32
.7

税
務
職
俸
給
表

21
.9

3.
5

8.
3

15
.0

20
.2

27
.1

31
.8

35
.0

37
.0

36
.0

公
安
職
俸
給
表
㈠

20
.5

7.
0

21
.0

28
.7

25
.4

26
.1

28
.4

28
.3

32
.3

34
.5

32
.8

35
.7

公
安
職
俸
給
表
㈡

20
.4

3.
8

11
.4

20
.5

28
.0

31
.1

32
.4

32
.6

32
.7

34
.1

海
事
職
俸
給
表
㈠

24
.8

3.
5

10
.2

21
.4

30
.6

31
.1

35
.4

35
.2

海
事
職
俸
給
表
㈡

24
.4

2.
5

12
.8

24
.6

32
.8

39
.3

41
.4

教
育
職
俸
給
表
㈠

21
.9

12
.3

14
.9

23
.1

29
.9

35
.7

教
育
職
俸
給
表
㈡

22
.8

22
.8

研
究
職
俸
給
表

20
.8

4.
8

11
.7

17
.9

22
.5

28
.1

27
.7

医
療
職
俸
給
表
㈠

20
.7

10
.7

19
.3

27
.9

32
.4

医
療
職
俸
給
表
㈡

18
.4

6.
0

12
.4

21
.7

27
.0

30
.2

32
.2

32
.9

35
.9

医
療
職
俸
給
表
㈢

15
.1

29
.4

12
.1

20
.2

27
.9

31
.1

38
.2

36
.2

福
祉
職
俸
給
表

16
.6

11
.1

12
.3

18
.3

25
.5

27
.7

32
.7

専
門
ス
タ
ッ
フ
職
俸
給
表

28
.0

29
.5

27
.0

指
定
職
俸
給
表

31
.6

第
６
表
適
用
俸
給
表
別
，
級
別
平
均
俸
給
額

級
俸
給
表

計
１
級

２
級

３
級

４
級

５
級

６
級

７
級

８
級

９
級

10
級

11
級

円
円

円
円

円
円

円
円

円
円

円
円

行
政
職
俸
給
表
㈠

32
5,
11
3

17
6,
21
9

22
2,
24
2

29
5,
51
0

37
5,
79
9

40
8,
56
2

42
5,
01
8

44
7,
20
0

47
7,
67
9

52
7,
47
9

56
2,
91
9

行
政
職
俸
給
表
㈡

28
4,
67
9

20
6,
01
8

26
6,
10
4

29
3,
32
8

32
8,
58
9

35
1,
93
8

専
門
行
政
職
俸
給
表

35
1,
54
3

21
4,
41
3

28
7,
57
0

38
0,
11
0

43
6,
67
8

45
8,
47
1

49
4,
93
7

52
9,
08
2

55
8,
30
0

税
務
職
俸
給
表

38
2,
21
4

19
9,
16
0

24
5,
92
0

30
7,
10
4

38
0,
77
6

43
6,
28
5

47
2,
30
0

49
1,
97
3

50
8,
30
9

53
0,
45
6

公
安
職
俸
給
表
㈠

32
7,
39
1

21
5,
94
7

31
6,
11
2

36
8,
81
5

37
8,
61
4

41
4,
52
8

44
3,
72
9

46
1,
45
5

48
6,
82
0

51
0,
01
3

53
8,
45
2

53
4,
20
0

公
安
職
俸
給
表
㈡

35
6,
74
3

21
3,
24
0

27
2,
31
2

35
0,
19
3

42
6,
26
6

45
1,
60
5

47
6,
83
3

51
0,
26
1

52
8,
61
9

54
4,
59
1

海
事
職
俸
給
表
㈠

39
5,
74
8

20
6,
86
7

27
0,
54
2

36
0,
19
2

43
5,
28
6

46
7,
38
4

51
3,
85
9

55
5,
10
0

海
事
職
俸
給
表
㈡

31
7,
47
8

20
1,
62
4

26
8,
05
7

32
9,
12
5

35
2,
61
8

37
6,
56
7

39
2,
32
5

教
育
職
俸
給
表
㈠

43
0,
85
7

30
4,
27
1

36
4,
05
3

44
6,
88
1

51
9,
17
1

57
8,
70
0

教
育
職
俸
給
表
㈡

40
2,
62
8

40
2,
62
8

研
究
職
俸
給
表

40
8,
07
7

20
0,
90
0

29
1,
95
6

36
6,
82
5

42
1,
40
3

51
2,
41
0

55
6,
30
0

医
療
職
俸
給
表
㈠

47
2,
17
0

36
5,
47
8

46
5,
43
9

53
6,
85
5

58
6,
89
6

医
療
職
俸
給
表
㈡

30
9,
38
7

19
9,
12
2

25
8,
45
1

33
2,
29
2

38
3,
64
7

42
5,
40
7

44
3,
21
9

46
7,
90
0

52
6,
75
0

医
療
職
俸
給
表
㈢

28
4,
33
1

32
3,
56
6

26
6,
87
9

33
1,
14
8

39
0,
63
4

41
1,
65
7

45
1,
52
5

48
6,
07
5

福
祉
職
俸
給
表

32
6,
11
6

24
3,
91
8

29
0,
66
0

34
4,
54
3

42
3,
25
6

45
4,
98
9

50
6,
10
0

専
門
ス
タ
ッ
フ
職
俸
給
表

51
0,
16
9

47
0,
06
0

53
5,
23
8

指
定
職
俸
給
表

88
6,
02
8

特
定
任
期
付
職
員
俸
給
表

53
1,
33
2

第
一
号
任
期
付
研
究
員
俸
給
表

48
6,
52
4

第
二
号
任
期
付
研
究
員
俸
給
表

35
0,
70
7
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第
７
表
適
用
俸
給
表
別
，
経
験
年
数
階
層
別
，
給
与
決
定
上
の
学
歴
別
人
員
及
び
平
均
俸
給
額

全
俸
給
表

学
歴

経
験

年
数
階
層

区
分

計
中

学
卒

高
校

卒
短

大
卒

大
学

卒
人

員
平
均
俸
給
額

人
員

平
均
俸
給
額

人
員

平
均
俸
給
額

人
員

平
均
俸
給
額

人
員

平
均
俸
給
額

計
人

円
人

円
人

円
人

円
人

円
28
2,
19
8

34
0,
84
3

1,
72
4

31
7,
95
8

13
2,
44
8

35
7,
63
7

30
,3
50

32
2,
16
1

11
7,
67
6

32
7,
09
4

１
年
未
満

2,
89
0

17
2,
74
1

79
9

14
8,
40
1

46
8

17
0,
00
1

1,
62
3

18
5,
51
3

１
年
以
上
２
年
未
満

4,
28
3

18
2,
32
6

82
4

15
4,
50
3

47
2

17
8,
98
3

2,
98
7

19
0,
52
9

２
年
以
上
３
年
未
満

5,
90
4

18
8,
75
3

98
7

16
2,
09
2

81
9

18
5,
52
6

4,
09
8

19
5,
81
9

３
年
以
上
５
年
未
満

12
,7
19

20
0,
12
1

1
15
5,
60
0

2,
08
5

17
2,
35
5

1,
51
8

19
4,
63
1

9,
11
5

20
7,
39
2

５
年
以
上
７
年
未
満

12
,4
89

21
6,
79
9

2,
00
8

19
0,
69
8

1,
26
7

21
0,
30
7

9,
21
4

22
3,
38
0

７
年
以
上
10
年
未
満

18
,4
02

24
0,
99
4

6
21
9,
65
0

3,
46
0

21
2,
73
7

2,
13
0

23
0,
56
5

12
,8
06

25
0,
37
4

10
年
以
上
15
年
未
満

37
,6
09

28
0,
63
0

56
21
7,
03
2

10
,9
73

25
2,
33
0

4,
98
3

26
7,
02
0

21
,5
97

29
8,
31
4

15
年
以
上
20
年
未
満

45
,6
48

32
5,
79
6

95
24
4,
83
3

22
,3
84

30
0,
53
0

4,
41
1

31
1,
56
6

18
,7
58

35
9,
70
2

20
年
以
上
25
年
未
満

42
,1
14

37
3,
81
3

12
1

27
4,
69
1

21
,8
21

35
4,
15
4

4,
70
7

36
0,
68
8

15
,4
65

40
6,
32
4

25
年
以
上
30
年
未
満

41
,2
55

41
0,
27
3

21
4

29
4,
92
4

23
,5
91

39
4,
55
2

4,
59
0

39
8,
25
0

12
,8
60

44
5,
32
3

30
年
以
上
35
年
未
満

32
,0
43

43
7,
22
8

37
6

32
0,
00
7

20
,7
23

42
2,
93
4

3,
42
1

43
1,
48
7

7,
52
3

48
5,
07
0

35
年
以
上

26
,8
42

44
6,
98
9

85
5

34
4,
56
1

22
,7
93

44
6,
97
5

1,
56
4

44
8,
77
3

1,
63
0

49
9,
20
4

(注
）
１
人
員
及
び
平
均
俸
給
額
は
平
成
20
年
４
月
１
日
現
在
の
も
の
で
あ
る
が
，
経
験
年
数
階
層
の
分
類
は
同
年
１
月
15
日
現
在
の
経
験
年
数
（
端
数
切
り
捨
て
）
と
し
て
い
る
。

（
以
下
，
各
俸
給
表
に
つ
い
て
同
じ
。）

２
特
定
任
期
付
職
員
及
び
任
期
付
研
究
員
は
含
ま
れ
て
い
な
い
。

行
政
職
俸
給
表
㈠
学
歴

経
験

年
数
階
層

区
分

計
中

学
卒

高
校

卒
短

大
卒

大
学

卒
人

員
平
均
俸
給
額

人
員

平
均
俸
給
額

人
員

平
均
俸
給
額

人
員

平
均
俸
給
額

人
員

平
均
俸
給
額

計
人

円
人

円
人

円
人

円
人

円
16
2,
96
0

32
5,
11
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６ 地方財政と人件費

１ 地方財政計画（平成20年度）

⑴ 平成20年度地方財政計画における給与費の状況

平成20年度の地方財政計画の歳出総額は83兆4,014億円である。このうち給与費は19兆7,813億円

となっており，平成19年度（20兆847億円）に比べ3,034億円減少している。

２ 決算額（平成18年度）

⑴ 人件費

人件費は職員給，退職金，委員等報酬，議員報酬手当，地方公務員共済組合等負担金等からなっ

ている。平成18年度普通会計における人件費の決算額は25兆1,353億円で，歳出総額に占める割合

は28.2％であり，平成17年度（27.9％）より0.3ポイント増加している。

また，平成18年度の人件費決算額の対前年度増加率は△0.5％であり，前年度の増加率△1.4％を

上回っている（図－１）。
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表―１ 地方財政計画と給与費
（単位：億円・％）

区 分 昭48年度 53 58 62 63 平元年度 ５ 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

地方財政計画額Ａ 145,510 343,396 474,860 543,796 578,198 627,727 764,152 870,964 885,316 889,300 893,071 875,666 862,107 846,669 837,687 831,508 831,261 834,014
う ち 給 与 費 Ｂ 40,030 104,232 134,599 161,712 165,431 172,120 217,555 233,137 235,972 235,783 235,714 236,254 233,696 229,382 226,684 204,825 200,847 197,813
義務教育関係職員Ｃ 14,670 36,027 46,159 53,580 53,990 54,916 65,748 68,247 68,579 67,938 68,012 68,617 67,311 66,607 66,298 61,572 61,224 61,355
警 察 職 員 Ｄ 4,624 10,977 14,249 17,138 17,593 18,343 22,698 25,605 25,894 26,047 26,498 27,011 27,254 27,149 26,346 24,139 23,879 23,867
一 般職員及び義
務制以外の教員
並びに特別職等

Ｅ
20,736 57,228 74,191 90,994 93,848 98,861 129,109 139,285 141,499 141,798 141,204 140,626 139,131 135,626 134,040 119,114 115,744 112,591

増 加 率 
Ａ 23.8 19.1 0.9 2.9 6.3 8.6 2.8 0.0 1.6 0.5 0.4 △1.9 △1.5 △1.8 △1.1 △0.7 △0.0 0.3
Ｂ 15.6 11.3 2.0 3.1 2.3 4.0 4.6 0.9 1.2 △0.1 △0.0 0.2 △1.1 △1.8 △1.2 △2.1 △1.9 △1.5
Ｃ 17.4 10.7 1.0 2.6 0.8 1.7 3.4 △0.8 0.5 △0.9 0.1 0.9 △1.9 △1.0 △0.5 △1.1 △0.6 0.2
Ｄ 16.1 10.3 3.3 3.6 2.7 4.3 4.5 1.6 1.1 0.6 1.7 1.9 0.9 △0.4 △3.0 △0.4 △1.1 △0.1
Ｅ 14.2 11.9 2.3 3.3 3.1 5.3 5.2 1.6 1.6 0.2 △0.4 △0.4 △1.1 △2.5 △1.2 △3.1 △2.8 △2.7

Ｂ／Ａ 27.5 30.4 28.3 29.7 28.6 27.4 28.5 26.8 26.6 26.5 26.4 27.0 27.1 27.1 27.1 24.6 24.2 23.7

給 与 費 の
構 成 割 合

Ｃ／Ｂ 36.6 34.6 34.3 33.1 32.6 31.9 30.2 29.3 29.1 28.8 28.9 29.0 28.8 29.0 29.2 30.1 30.5 31.0
Ｄ／Ｂ 11.6 10.5 10.5 10.6 10.6 10.7 10.4 11.0 11.0 11.0 11.2 11.4 11.7 11.8 11.6 11.8 11.9 12.1
Ｅ／Ｂ 51.8 54.9 55.1 56.3 56.7 57.4 59.3 59.7 59.9 60.1 60.2 59.5 59.5 59.1 59.1 58.2 57.6 56.9
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⑵ 人件費に対する一般財源の充当状況をみると，平成18年度は，34.2％（平成17年度34.5％）が充

当されており，一般財源総額の３分の１以上を占めている（図－２）。

⑶ 平成18年度においては，人件費の対前年度増加率は△0.5％と歳出決算額の増加率（△1.6％）を

上回っており，人件費を含む義務的経費の歳出総額に占める割合は51.8％と高い水準にあり，財政

構造硬直化の一因となっている。

給与の適正化は各地方公共団体の努力により前進をみているが，なお，一部の団体においては，

水準，制度・運用ともに問題が残されている。したがって，給与の適正化は給与制度上はもちろん

財政運営の見地から今後とも重要な課題となっている。
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